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第９章 移動タンク貯蔵所の位置、構造及び設備の基準 

形態別法令早見表 

区分 危政令 危規則 

積載式以外 15⑴  

 アルキルアルミニウム等 15⑴＋⑷ 24の7・24の8 

アセトアルデヒド等 15⑴＋⑷ 24の7・24の9 

ヒドロキシルアミン等 15⑴＋⑷ 24の7・24の9の2 

国際輸送用 15⑴＋⑸ 24の9の3 

 

アルキルアルミニウム等 15⑴＋⑷＋⑸ 24の7・24の8・24の9の3 

アセトアルデヒド等 15⑴＋⑷＋⑸ 24の7・24の9・24の9の3 

ヒドロキシルアミン等 15⑴＋⑷＋⑸ 24の7・24の9の2・24の9の3 

積載式 15⑴＋⑵ 24の5 

 アルキルアルミニウム等 15⑴＋⑵＋⑷ 24の7・24の8 

アセトアルデヒド等 15⑴＋⑵＋⑷ 24の7・24の9 

ヒドロキシルアミン等 15⑴＋⑵＋⑷ 24の7・24の9の2 

国際輸送用 15⑴＋⑵＋⑸ 24の9の3 

 

アルキルアルミニウム等 15⑴＋⑵＋⑷＋⑸ 24の7・24の8・24の9の3 

アセトアルデヒド等 15⑴＋⑵＋⑷＋⑸ 24の7・24の9・24の9の3 

ヒドロキシルアミン等 15⑴＋⑵＋⑷＋⑸ 24の7・24の9の2・24の9の3 

給油タンク車 15⑴＋⑶ 24の6 

凡例…15⑴①→第15条第１項第１号  

第１ 移動タンク貯蔵所の種類（令１５）                          
１ 移動タンク貯蔵所の種類                         

  移動タンク貯蔵所の種類については、次のとおりである。 

                         （昭和48年３月12日消防予第45号） 

 ⑴ 政令第１５条第１項に定める移動タンク貯蔵所には、単一車形式（図１、２）及び被けん引

車形式（図３、４）の２形式がある。 

  ① 容量４０００リツトル以下のタンクに、受台、脚、ステー等を溶接し又はボルト締によっ

て強固に取り付け、これらの受台、脚、ステー等をＵボルト等でシヤーシーフレームに強固

に固定した場合、移動タンク貯蔵所と認められる。 （昭和37年４月６日自消丙予第44号） 

② 灯油専用の移動タンク貯蔵所のタンクの固定方法としては、直径１４ミリメートル以上の

Ｕ型ボルトで４か所以上をシャシ・フレーム等へ固定（トラックの荷台の上に移動貯蔵タン

クを積載し、積替えをしないもの）は、積載式以外の移動タンク貯蔵所（単一車形式）に該

当する。    （昭和45年10月２日消防予第198号、平成元年７月４日消防危第64号質疑） 

 

 

           例 

 

 

 

 

   単一車形式のものは、一般にタンクローリーと称されているものであり、被けん引車形式の

ものは、一般にセミトレーラと称されているものである。 
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 ⑵ 政令第１５条第２項に定める積載式移動タンク貯蔵所も同様に単一車形式及び被けん引車

形式の２形式がある。 

   なお、「積載式移動タンク貯蔵所」とは、移動タンク貯蔵所のうち移動貯蔵タンクを車両等に 

積み替えるための構造を有するものをいう。 

したがって、移動貯蔵タンクを車両のシャーシフレームにＵボルト等により緊結したもので、 

積替えのためのつり金具、フォークリフトポケット等を備えていないものは、積載式移動タンク 

貯蔵所に該当しない。           （平成元年３月１日消防危第14号、消防特第34号） 

 ⑶ 政令第１５条第３項に定める給油タンク車        

⑷ 政令第１５条第４項に定めるアルキルアルミニウム等、アセトアルデヒド等及びヒドロキシ

ルアミンの移動タンク貯蔵所      

   なお、それぞれの形式の適用は、次のとおりである。                

移動タンク貯蔵所 

単一車形式 
積載式以外 第１項、第３項、第４項 

積載式 第２項、第４項 

被けん引車形式 
積載式以外 第１項、第３項、第４項 

積載式 第２項、第４項 

 

図１ 単一車形式で積載式以外の移動タンク貯蔵所の例 

 

図２ 単一車形式で積載式の移動タンク貯蔵所の例 

 

図３ 被けん引車形式で積載式以外の移動タンク貯蔵所の例 

 

図４ 被けん引車形式で積載式の移動タンク貯蔵所の例 

 

   注）上図１から４において、  の部分は、移動タンク貯蔵所として規制される部分 

 

 

 

 

 

 

 

例１ 例２ 

例１ 
例２ 

例１ 例２ 
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⑸ 移動タンク貯蔵所として認められない車両の形式（例を図５に示す。）       

図５ 移動タンク貯蔵所として認められない車両の形式の例 

 

 

第２ 位置（令１５－１－１）                              
１ 位置の基準 

  常置場所については、次によること。 

 ⑴ 移動タンク貯蔵所を常置する場所は、屋外の防火上安全な場所又は壁、床、はり及び屋根を

耐火構造とし、若しくは不燃材料で造った建築物の１階とされているが、建築物の１階にあっ

ても当然防火上安全な場所とするものであること。 

   また、同一敷地内において複数の移動タンク貯蔵所を常置する場合にあっては、移動タンク

貯蔵所の台数が、敷地の面積に対して適正であることを確認すること。      （★） 

                            （昭和48年３月12日消防予第45号） 

 ⑵ 前⑴の具体的な運用基準にあっては、次によること。             （★） 

  ① 屋外の常置場所にあっては、車両（移動貯蔵タンク）の周囲に乗降車可能な空地（概ね 

０．５ｍ以上）を有すること。                     

② 屋内の移動貯蔵タンクの周囲には、０．５ｍ以上の幅の空地を有するとともに、他の用途

に用いる部分との境界には、不燃材料で造った隔壁を設けること。    

③ 常置場所は、火気を使用する設備等より１０ｍ以上の距離をとること。ただし、防火上有

効な隔壁がある場合は、この限りでない。 

 ⑶ 既許可の移動タンク貯蔵所の常置場所と同一の場所を常置場所とすることはできないこと。 

ただし、新しい移動タンク貯蔵所の完成検査までに既許可の移動タンク貯蔵所を廃止又は転出 

させる場合は、この限りでない。 

 ⑷ 常置場所において危険物を積載した状態の規制例 

                           （昭和51年５月31日消防危第４号質疑） 

① 政令第１５条第１項第１号に規定する常置場所において、危険物を積載した状態で移動タン

ク貯蔵所を常置させている行為は、危険物の移送中に該当する。 

② 前①の場合、移送中の範囲に該当するとすれば法第１６条の２第１項の規定により危険物取

扱者の乗車義務が生じるが、夜間に当該常置場所を監視できる位置に危険物取扱者免状を携帯
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した作業員が宿直しており、かつ、危険物の保安が図られる状態であればさしつかえない。 

 ⑸ 移動タンク貯蔵所の一時的な貸借による常置場所の変更についても変更許可を要するもの

であること。                   （昭和45年９月11日消防予第179号） 

 

第３ タンクの構造（令１５－１－２～３）                             

１ タンクの構造   

⑴ タンクの構造については以下のとおりとすること。 

（昭和48年３月12日付消防予第45号、改正：平成13年４月11日付消防危第51号） 

① タンクの材質及び板厚 

    移動貯蔵タンクの材質及び板厚は、令第１５条第１項第２号に定める厚さ３．２㎜以上の鋼

板の基準材質を JIS G 3101 に規定される一般構造用圧延鋼材のうちのＳＳ４００（以下「Ｓ

Ｓ４００」という。）とし、これと同等以上の機械的性質を有する材料（ＳＳ４００以外の金

属板）で造る場合の厚さは、下表に掲げる材料にあっては当該表に示す必要最小値以上、それ

以外の金属板にあっては下記の計算式により算出された数値（小数点第２位以下の数値は切り

上げる。）以上で、かつ、２．８㎜以上の厚さで造るものとすること。ただし、最大容量が２

０ｋｌを超えるタンクをアルミニウム合金板で造る場合の厚さは、前記の値に１．１を乗じた

ものとすること。 

    なお、ＳＳ４００及び表に掲げるもの以外の材料を使用する場合には、引張強さ、伸び等を

鋼材検査証明書等により確認すること。 

         

         ｔ：使用する金属板の厚さ（㎜）、σ：使用する金属板の引張強さ（Ｎ／㎜２） 

         Ａ：使用する金属板の伸び（％） 

表 ＳＳ４００以外の金属板を用いる場合の板厚の必要最小値 

材質名 JIS 記号 
引張強さ 伸び 計 算 値(㎜) 

板厚の必要最小値

(㎜) 

(Ｎ／㎜２) (％) 20kl 以下 20kl超 20kl 以下 20kl超 

ステンレス鋼板 

SUS304 520 40 2.37 ─ 2.8 2.8 

SUS304L 480 40 2.43 ─ 2.8 2.8 

SUS316 520 40 2.37 ─ 2.8 2.8 

SUS316L 480 40 2.43 ─ 2.8 2.8 

アルミニウム 

合金板 

 

アルミニウム 

合板 

A5052P-H34 235 7 5.51 6.07 5.6 6.1 

A5083P-H32 305 12 4.23 4.65 4.3 4.7 

A5083P-O 275 16 3.97 4.37 4.0 4.4 

A5083P-H112 285 11 4.45 4.89 4.5 4.9 

A5052P-O 175 20 4.29 4.72 4.3 4.8 

アルミニウム板 A1080P-H24 85 6 8.14 8.96 8.2 9.0 

溶接構造用 

圧延鋼材 

SM490A 490 22 2.95 ─ 3.0 3.0 

SM490B 490 22 2.95 ─ 3.0 3.0 

高耐候性圧延鋼材 SPA-H 480 22 2.97 ─ 3.0 3.0 

 

② タンクの水圧試験  

ア 水圧検査の方法 

     タンクの水圧検査は、各タンク室のマンホール上面まで水を満たし、所定の圧力を加えて

行うこと。 

     この場合において間仕切を有する移動貯蔵タンクの政令第８条の２第４項に基づく水圧検

査は、移動貯蔵タンクのすべてのタンク室に同時に所定の圧力をかけた状態で実施し、漏れ
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又は変形がないことを確認すれば足りる。 

   イ 圧力タンクと圧力タンク以外のタンクの区分 

     圧力タンクとは、最大常用圧力が 0.7／1.5（≒0.467）kgf／㎝２（70／1.5kPa（≒46.7kPa））

以上の移動貯蔵タンクをいい、圧力タンク以外のタンクとは最大常用圧力が 0.7／1.5（≒

0.467）kgf／㎝２（70／1.5kPa（≒46.7kPa））未満の移動貯蔵タンクをいう。 

   ウ タンク検査済証の取付 

     タンク検査済証（副）は、リベット又は接着剤等によってタンクに堅固に取り付けること。 

     タンク検査済証（副）の取付位置は、原則としてタンク後部の鏡板の中央下部とすること。 

ただし、次のアからウに掲げる移動タンク貯蔵所等のようにタンク後部の鏡板の中央下部

にタンク検査済証（副）を取り付けることが適当でないものにあっては、側面のタンク本体、

タンクフレーム（支脚）又は箱枠等の見やすい箇所とすることができる。 

(ア) 積載式移動タンク貯蔵所で移動貯蔵タンクを前後入れ替えて積載するもの 

(イ) 保温若しくは保冷をするもの 

(ウ) 移動貯蔵タンクの後部にろ過器、ホースリール等の設備を設けるもの 

    

エ タンク本体の応力集中防止措置 

     被けん引車形式の移動タンク貯蔵所のタンク（積載式のタンクの箱枠構造のものを除く。）

の下図の斜線部分には、著しく応力集中を生じるおそれのある附属物を設けないこと。 

図 タンク本体の応力集中防止範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ タンク鏡板にマンホール等を設けることはできないこと。 

液面下にマンホールのような開口部を設けることは、主として、路上を走行し危険物の移送を

行う移動タンク貯蔵所の特殊性から防災上不適当であるため。 

（昭和55年12月26日消防危第155号） 

第４ 安全装置及び防波板等（令１５－１－４）                        

１ 安全装置及び防波板等 

  安全装置は、移動貯蔵タンク内部の圧力が上昇した場合にタンクに過大な圧力がかからないよ

うにするため設けるものであり、防波板は、走行中の移動貯蔵タンクにおける危険物の動揺を減

少させ、走行中の車両の安定性を確保するために設けるものである。 

２ 安全装置の基準  

 ⑴ 安全装置のパッキングの材質として、従来の安全装置の弁と弁座の当り面は金属すり合わせ 

によるものの他、コルクまたは合成ゴム（アクリルニトリルゴム等、耐油性を有するものに限 

る。）製パッキングを用いて機密性を保持したものも認めて差し支えない。 

（昭和46年１月５日付消防予第１号）
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⑵  その他、安全装置の運用指針については、以下のとおりとすること。 

（昭和48年３月12日付消防予第45号、改正：平成13年４月11日付消防危第51号） 

  ① 安全装置の構造 

    安全装置は、その機能が維持できるよう、容易に点検整備ができ、かつ、点検した場合に

安全装置の作動圧力に変動をきたさない構造であること。 

  ② 安全装置の作動の圧力 

    規則第１９条第２項第１号に定める安全装置の作動の圧力とは、タンク内部の圧力の上昇

により当該装置の弁が開き始めたときに当該装置に加わっている圧力をいうものであるこ

と。 

  ③ 有効吹出し面積 

    規則第１９条第２項第２号に定める有効吹出し面積とは、タンク内部の圧力が有効に吹き

出るために必要な通気の面積をいうものであること。 

    なお、有効吹出し面積は、通常、安全装置の弁孔及び弁リフトの通気面積により算出する

が、弁孔及び弁リフトの通気部分に限らず、その他の通気部分についてもその通気面積が有

効吹出し面積以下となってはならないものであること。 

    また、１の安全装置では有効吹出し面積が不足する場合は、２個以上の安全装置によって

確保することができるものであり、この場合には、それぞれの安全装置の有効吹出し面積の

合計が所定の有効吹出し面積以上であること。 

    安全装置の各部位の通気面積は次により求めること。このうち最小値となる部位の通気面

積が有効吹き出し面積となり、規定値以上であること。 

   ア 弁孔の通気面積は、下記の計算式により算出すること。 

      
     Ａ：弁孔の通気面積（㎠） ｄ：弁孔の内径（㎝） 

   イ 弁リフトの通気面積は、下記の計算式により算出すること。 

     Ａ１＝πｄｓ 

     Ａ１：弁リフトの通気面積（㎠） ｄ：弁孔の内径（㎝） ｓ：弁リフトの高さ（㎝） 

   ウ 弁体側壁（スクリーン部分の窓）の通気面積は、下記の計算式により算出すること。 

      
     Ａ２：弁体側壁の通気面積（㎠） ａ：弁体側壁の横の長さ（㎝） 

     ｂ：弁体側壁の縦の長さ（㎝） ｎ：弁体側壁の数 ｆ：スクリーンの空間率（％） 

   エ 弁のふたの通気面積は、下記の計算式により算出すること。 

      
     Ａ３：弁のふたの通気面積（㎠） Ｃ：弁体の外径（㎝） ｄ₁ ²：弁体の内径（㎝） 

 

構造例 
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安全弁の構造例 

 

 

 

  ④ 引火防止装置 

    安全装置の蒸気吹出し口には、引火防止装置が設けられていること。 

    なお、当該装置を金網とする場合は、４０メッシュのものとすること。 

３ 防波板の基準  

⑴ 防波板の運用指針については、以下のとおりとすること。 

（昭和48年３月12日付消防予第45号、改正：平成13年４月11日付消防危第51号） 

  ① 材質及び板厚 

    防波板の材質及び板厚は、規則第１５条第１項第４号に定める厚さ１．６ｍｍ以上の鋼板の

基準材質をＪＩＳ Ｇ３１３１に規定される熟間圧延軟鋼板のうちＳＰＨＣ（以下「ＳＰＨＣ」

という。）とし、これと同等以上の機械的性質を有する材料（ＳＰＨＣ以外の金属板）で造る

場合の厚さは、下表に掲げる材料にあっては当該表に示す必要最小値以上、それ以外の金属板

にあっては下記の計算式により算出された数値（小数点第２位以下の数値は切り上げる。）以

上の厚さで造るものとすること。 

    なお、ＳＰＨＣ及び下表に掲げるもの以外の材料を使用する場合には、引張強さ等を鋼材検

査証明書等により確認すること。 

     

    ｔ：使用する金属板の厚さ（㎜） σ：使用する金属板の引張強さ（Ｎ／㎜２） 

表 ＳＰＨＣ以外の金属板を用いる場合の板厚の必要最小値 

材 質 名 JIS 記号 
引張強さ 

(Ｎ／㎜２) 
計算値(㎜) 

板厚の必要 

最小値(㎜) 

冷間圧延鋼板 ＳＰＣＣ 270 1.60 1.6 

ステンレス鋼板 

ＳＵＳ304 
520 1.16 1.2 

ＳＵＳ316 

ＳＵＳ304Ｌ 
480 1.20 1.2 

ＳＵＳ316Ｌ 

アルミニウム合金板 

Ａ5052Ｐ－Ｈ34 235 1.72 1.8 

Ａ5083Ｐ－Ｈ32 315 1.49 1.5 

Ａ5052Ｐ－Ｈ24 235 1.72 1.8 

Ａ6Ｎ01Ｓ－Ｔ5 245 1.68 1.7 

アルミニウム板 Ａ1080Ｐ－Ｈ24 85 2.86 2.9 

② 構造 

    防波板は、形鋼等により作り、かつ、貯蔵する危険物の動揺により容易に湾曲しない構造と

すること。 
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③ 取付方法 

    防波板は、タンク室内の２箇所以上にその移動方向と平行に、高さ又は間仕切板等から距離

を異にして設けること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 面積計算 

    タンク室の移動方向に対する垂直最大断面積は、タンク室の形状に応じ、下記の計算式によ

り算出すること。 

    なお、下記の形状以外のタンク室の場合は、適当な近似計算により断面積を算出すること。 

ア 皿形鏡板と皿形間仕切板とで囲まれたタンク室で、両端が反対方向に張り出している場合 

      

     Ａ：垂直最大断面積  ｌ：タンク室胴の直線部の長さ 

     ｌ１及びｌ２：鏡板及び間仕切板の張出し寸法  ｈ：タンク室の最大垂直寸法 

イ 皿形鏡板と皿形間仕切板とで囲まれたタンク室で、両端が同一方向に張り出している場合 

       
     Ａ：垂直最大断面積  ｌ：タンク室胴の直線部の長さ 

     ｌ１及びｌ２：鏡板及び間仕切板の張出し寸法  ｈ：タンク室の最大垂直寸法 
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   ウ 平面状間仕切板で囲まれたタンク室の場合 

      
     Ａ＝ｌ×ｈ 

     Ａ：垂直最大断面積 ｌ：間仕切板中心間寸法 ｈ：タンク室の最大垂直寸法 

エ 皿形鏡板と平面状間仕切板とで囲まれたタンク室の場合 

       
     Ａ：垂直最大断面積 ｌ：タンク室胴の直線部の長さ 

     ｌ１：鏡板の張出し寸法 ｈ：タンク室の最大垂直寸法 

 

第５ マンホール及び注入口のふた（令１５－１－５）                  

１ マンホール及び注入口のふた                       

⑴ マンホール及び注入口のふたの運用指針については、以下のとおりとすること。 

（昭和48年３月12日付消防予第45号、改正：平成13年４月11日付消防危第51号） 

  ① マンホール及び注入口のふたの材質及び板厚は、令第１５条第１項第５号に定める厚さ３．

２㎜以上の鋼板の基準材質をＳＳ４００とし、これと同等以上の機械的性質を有する材料（Ｓ

Ｓ４００以外の金属板）で造る場合の厚さは、下表に掲げる材料にあっては当該表に示す必要

最小値以上、それ以外の金属板にあっては下記の計算式により算出された数値（小数点第２位

以下の数値は切り上げる。）以上で、かつ、２．８㎜以上の厚さで造るものとすること。 

    なお、ＳＳ４００及び下表に掲げるもの以外の材料を使用する場合には、引張強さ、伸び等

を鋼材検査証明書等により確認すること。 

    
   ｔ：使用する金属板の厚さ（㎜） σ：使用する金属板の引張強さ（Ｎ／㎜２） 

   Ａ：使用する金属板の伸び（％） 

 

表 ＳＳ４００以外の金属板を用いる場合の板厚の必要最小値 

材 質 名 JIS 記号 
引張強さ 

(Ｎ／㎜２) 

伸び 

（％） 
計算値(㎜) 

板厚の必要 

最小値(㎜) 

ステンレス鋼板 

ＳＵＳ304 520 40 2.37 

2.8 
ＳＵＳ304Ｌ 480 40 2.43 

ＳＵＳ316 520 40 2.37 

ＳＵＳ316Ｌ 480 40 2.43 
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アルミニウム 

合金板 

Ａ5052Ｐ－Ｈ34 235 7 5.51 5.6 

Ａ5083Ｐ－Ｈ32 305 12 4.23 4.3 

Ａ5083Ｐ－Ｏ 275 16 3.97 4.0 

Ａ5083Ｐ－Ｈ112 285 11 4.45 4.5 

Ａ5052Ｐ－Ｏ 175 20 4.29 4.3 

アルミニウム板 Ａ1080Ｐ－Ｈ24 85 6 8.14 8.2 

溶接構造用 

圧延鋼材 

ＳＭ490Ａ 
490 22 2.95 3.0 

ＳＭ490Ｂ 

高耐候性圧延鋼材 ＳＰＡ－Ｈ 480 22 2.97 3.0 

 

第６ 可燃性蒸気回収設備（令１５－１－６）                        

１ 可燃性蒸気回収設備                           

⑴ 可燃性蒸気回収設備の運用指針については、以下のとおりとすること。 

（昭和48年３月12日付消防予第45号、改正：平成13年４月11日付消防危第51号） 

  ① 移動貯蔵タンクに可燃性蒸気を回収するための回収口を設け、当該回収口に可燃性蒸気を回

収するためのホース（以下「回収ホース」という。）を直接結合する方式の可燃性蒸気回収設

備にあっては、次により設けること。 

ア 回収口は、移動貯蔵タンクの頂部に設けること。 

イ 回収口には、回収ホースを結合するための装置（以下「ホース結合装置」という。）を設

けること。 

ウ ホース結合装置には、回収ホースを緊結した場合に限り開放する弁（鋼製その他の金属製

のものに限る。）を設けること。 

エ ホース結合装置の回収ホース接続口には、ふたを設けること。 

オ ホース結合装置の構造は、可燃性蒸気が漏れないものであること。 

カ ホース結合装置は、真ちゅうその他摩擦等によって火花を発し難い材料で造られているこ

と。 

キ ホース結合装置の最上部と防護枠の頂部との間隔は、５０㎜以上であること。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ホース結合装置の構造例 
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② 移動貯蔵タンクのタンク室ごとに設けられる回収口の２以上に接続する配管（以下「集合配

管」という。）を設け、当該配管に回収ホースを結合する方式の可燃性蒸気回収設備にあって

は、次によること。 

ア 回収口の位置は、前①．アの例によるものであること。 

イ 回収口には、それぞれ開閉弁（以下「蒸気回収弁」という。）を設けること。この場合に

おいて、蒸気回収弁は、不活性気体を封入するタンク等に設けるものを除き、底弁の開閉と

連動して開閉するものとすること。 

ウ 蒸気回収弁と集合配管の接続は、フランジ継手、緩衝継手等により行うこと。 

エ 集合配管の先端には、ホース結合装置を設けること。 

オ ホース結合装置は、前①．イからオまでの例によるものであること。 

カ 可燃性蒸気回収設備に設ける弁類及び集合配管は、可燃性蒸気が漏れないものであること。 

キ 可燃性蒸気回収設備に設ける弁類及び集合配管は、鋼製その他の金属製のものとすること。

ただし、緩衝継手にあっては、この限りでない。 

ク 可燃性蒸気回収設備に設ける弁類又は集合配管の最上部と防護枠の頂部との間隔は、５０

㎜以上であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

蒸気回収弁の構造例 
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第７ 側面枠及び防護枠（令１５－１－７）                          

１ 側面枠及び防護枠                            

  附属装置の損傷を防止するための装置は、当該移動タンク貯蔵所の両側面の上部に設けるもの

（以下「側面枠」という。）及び附属装置の周囲に設けるもの（以下「防護枠」という。）があ

る。                         （規則第２４条の３第１～２号） 

 

２ 側面枠の基準                              

  側面枠は、次により設けること。 

⑴ 移動貯蔵タンクの側面枠及び接地角度計算において用いる貯蔵物重量は道路運送車両法の 

最大積載量を用いて差し支えない。         （平成10年10月13日付消防危第90号） 

⑵ その他、側面枠の運用指針については、以下のとおりとすること。 

（昭和48年３月12日付消防予第45号、改正：平成13年４月11日付消防危第51号） 

  ① 側面枠を設けないことができる移動貯蔵タンク 

    マンホール、注入口、安全装置等がタンク内に陥没しているタンクには、側面枠を設けない

ことができること。 

 

 

 

 

 

 

蒸気回収弁と集合配管との接続例 

マンホール等が陥没しているタンクの例 



第９章 移動タンク貯蔵所 

9-13 

  ② 側面枠の構造 

    側面枠の形状は、鋼板その他の金属板による箱形（以下「箱形」という。）又は形鋼による

枠形（以下「枠型」という。）とすること。 

    なお、容量が１０KL 以上で、かつ、移動方向に直角の断面形状が円以外の移動貯蔵タンクに

設ける側面枠にあっては、箱形のものとすること。 

   ア 箱形の側面枠の構造は、次によること。 

   （ア）箱形の側面枠は、厚さ３．２㎜以上のＳＳ４００で造ること。ＳＳ４００以外のこれと

同等以上の機械的性質を有する材料（ＳＳ４００以外の金属板）で造る場合の厚さは、下

表１に掲げる材料にあっては当該表に掲げる必要最小値以上、それ以外の金属板にあって

は下記の計算式により算出された数値（小数点第２位以下の数値は切り上げる。）以上で、

かつ、２．８㎜以上の厚さで造るものとすること。 

      なお、ＳＳ４００及び下表１に掲げるもの以外の材料を使用する場合には、引張強さ等

を鋼材検査証明書等により確認すること。 

      
     ｔ：使用する金属板の厚さ（㎜） σ：使用する金属板の引張強さ（Ｎ／㎜２） 

表１ ＳＳ４００以外の金属板を使用する場合の板厚の必要最小値 

材 質 名 JIS 記号 
引張強さ 

(Ｎ／㎜２) 
計算値(㎜) 

板厚の必要 

最小値(㎜) 

ステンレス 

鋼板 

ＳＵＳ304 
520 2.81 2.9 

ＳＵＳ316 

ＳＵＳ304Ｌ 
480 2.93 3.0 

ＳＵＳ316Ｌ 

アルミニウム 

合金板 

Ａ5052Ｐ－Ｈ34 235 4.18 4.2 

Ａ5083Ｐ－Ｈ32 305 3.67 3.7 

Ａ5083Ｐ－Ｏ 275 3.86 3.9 

Ａ5083Ｐ－Ｈ112 285 3.80 3.8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

箱型の側面枠の構造例 
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（イ）側面枠の頂部の幅は、下表２によること。 

表２ 側面枠の頂部の幅 

移動貯蔵タンクの最大容量 側面枠の頂部の幅ｌ（㎜） 

20ｋｌを超える 350 以上 

10ｋｌ以上 20ｋｌ以下 250 以上 

5ｋｌ以上 10ｋｌ未満 200 以上 

5ｋｌ未満 150 以上 

 

   イ 形鋼による枠形の側面枠の構造は、次によること。 

   （ア）形鋼による枠形の側面枠の寸法及び板厚は、下表３に掲げる移動貯蔵タンクの最大容量

の区分に応じた材質及びＪＩＳ記号欄に掲げる金属板に応じて当該表に示す必要最小値以

上のものとし、それ以外の金属板を用いる場合にあっては、下記の計算式により算出され

た数値（小数点第２位以下の数値は切り上げる。）以上の厚さで造るものとすること。 

      

     ｔｏ：使用する材料の板厚（㎜） ｔ：一般構造用圧延鋼材ＳＳ４００の場合の板厚（㎜） 

     σ：使用する材料の引張強さ（Ｎ／㎜２） 

表３ 枠形の側面枠の形鋼の寸法及び板厚の必要最小値 

材 質 名 JIS 記号 
引張強さ 

(Ｎ／㎜２) 

側面枠の寸法及び板厚ａ×ｂ×ｔ（㎜） 

移動貯蔵タンクの最大容量 

10KL 以上 5KL 以上 10KL 未満 5KL 未満 

一般構造用圧延鋼板 SS400 400 100×50×6.0 100×50×4.5 90×40×3.2 

ステンレス鋼板 
SUS304 

520 100×50×4.7 100×50×3.5 90×40×2.5 
SUS316 

アルミニウム合金板 
Ａ5052Ｐ－Ｈ34 235 100×50×10.3 100×50×7.7 90×40×5.5 

Ａ5083Ｐ－Ｈ32 305 100×50×7.9 100×50×6.0 90×40×4.2 

    
形
状
図 

 

 

（イ）枠形の側面枠の隅部及び接合部には、次により隅部補強板及び接合部補強板を設けるこ

と。 

     ａ 隅部補強板（下図例１から例３のＡ部）及び接合部補強板（下図例１から例３のＢ部）

は、厚さ３．２㎜以上のＳＳ４００又は表１に掲げる金属板の区分に応じた必要最小値
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以上の金属板とすること。それ以外の金属板にあっては、下記の計算式により算出され

た数値（小数点第２位以下の数値は切り上げる。）以上で、かつ、２．８㎜以上のもの

とすること。 

       なお、ＳＳ４００及び表１に掲げるもの以外の材料を使用する場合には、引張強さ等

を鋼材検査証明書等により確認すること。 

        
       ｔ：使用する金属板の厚さ（㎜） σ：使用する金属板の引張強さ（Ｎ／㎜２） 

 

     ｂ 隅部補強板の大きさは、側面枠の水平部材及び垂直部材のうちいずれか短い方の部材

の内側寸法１／２以上の長さを対辺としたものとすること。 

 

 枠形の側面枠の構造例 
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ｃ 接合部補強板の大きさは、側面枠の水平部材の外側寸法の１／２以上の長さを対辺と

したものとすること。 

ｄ 接合部補強板の斜辺部分は、３０㎜以上折り曲げること。 

 

ウ 規則第２４条の３第１号ニに定める側面枠のタンクの損傷を防止するための当て板は、タ

ンクに溶接により取り付けるとともに、次の材料とすること。 

   （ア）当て板は、厚さ３．２㎜以上のＳＳ４００とすること。また、これと同等以上の機械的

性質を有する材料（ＳＳ４００以外の金属板）で造る場合は、表１に掲げる必要最小値以

上の厚さとし、それら以外の金属板にあっては、下記の計算式により算出された数値（小

数点第２位以下の数値は切り上げる。）以上で、かつ、２．８㎜以上のものとすること。 

      
     ｔ：使用する金属板の厚さ（㎜）  σ：使用する金属板の引張強さ（Ｎ／㎜２） 

（イ）当て板は、側面枠の取付け部分から２０ｍｍ以上張り出すものであり、箱形の側面枠に

設ける当て板にあっては下図２に、枠型の側面枠に設ける当て板にあっては下図３に示す

ように当て板を取り付けるものとすること。 

 

図２ 箱形の側面枠に設ける当て板の取付方法     図３ 枠形の側面枠に設ける当て板の取付方法 
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③ 側面枠の取付方法 

   ア 単一車形式の側面枠の取付位置は、規則第２４条の３第１号ハに定める移動貯蔵タンクの

前端及び後端から水平距離で１ｍ以内とされているが、当て板を除く側面枠全体が１ｍ以内

で、かつ、図４に示すように移動貯蔵タンクの胴長の１／４の距離以内とすること。 

図４ 単一車形式の移動タンク貯蔵所の側面枠の取付位置 

   

   イ 被けん引車形式の側面枠の取付位置は、規則第２４条の３第１号ハの規定により前アの１

ｍを超えた位置に設けることができるとされるが、図５に示すように移動貯蔵タンクの前端

及び後端から当て板を除く側面枠全体が移動貯蔵タンクの胴長の１／３の水平距離以内とす

ること。 

図５ 被けん引車形式の移動タンク貯蔵所の側面枠の取付位置 

      

   ウ 側面枠は、規則第２４条の３第１号イに定める移動タンク貯蔵所の後部立面図において、

当該側面枠の最外側と当該移動タンク貯蔵所の最外側とを結ぶ直線（以下「最外側線」とい

う。）と地盤面とのなす角度（以下「接地角度」という。）は図６に示すβをいい、貯蔵最

大数量の危険物を貯蔵した状態における当該移動タンク貯蔵所の重心点（図６にＧで示す。

以下「貯蔵時重心点」という。）と当該側面枠の最外側とを結ぶ直線と貯蔵重心点から最外

側線におろした垂線とのなす角度（以下「取付角度」という。）は図６に示すαをいうもの

である。この場合の最外側線、貯蔵時重心は、次により決定すること。 
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図６ 接地角度及び取付角度 

  

 

（ア）最外側線は、図７に示すように側面枠とタンク本体、タイヤ又はステップを結ぶ線のう

ち最も外側となるものとすること。 

      なお、フェンダ、取り外し可能なホースボックス、はしご等容易に変形する部分が最外         

側線の外側にある場合であっても、これらと側面枠を結ぶ線を移動タンク貯蔵所の最外側

線としないこと。 

図７ 最外側線の決定方法 

ａ 側面枠頂点とタイヤ側面とを結ぶ線を最外側線とする移動タンク貯蔵所 

 

 

ｂ 側面枠頂点とステップ頂点とを結ぶ線を最外側線とする移動タンク貯蔵所 
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ｃ 側面枠頂点とタンク側面とを結ぶ線を最外側線とする移動タンク貯蔵所 

 

（イ）貯蔵時重心点の位置は、次式により算出すること。ただし、被けん引車形式の場合の空

車の車両重量は、けん引車を含んだ重量とする。 

       

       

      Ｈ１：次の式により求めた空車時重心高（ｍｍ） 

       

      ｗｉ：車両各部の部分重量（㎏） ｈｉ：ｗｉ重量部分の重心の地盤面からの高さ（㎜） 

 

      Ｗ２の算出に当たっての貯蔵物の比重は、比重証明書等による比重とすること。 

ただし、次の危険物については比重証明書等によらず、次の数値によることができる。 

ガソリン ０．７５ 灯   油 ０．８０ 

軽  油 ０．８５ 重   油 ０．９３ 

潤 滑 油 ０．９５ アルコール ０．８０ 

エ 側面枠の取付けは、原則溶接によること。ただし、保温又は保冷のために断熱材を被覆す

る移動タンク貯蔵所等に補強部材（移動貯蔵タンクに溶接により取付けること。）を設け、

これにボルトにより固定する場合等にあっては、この限りでない。 

オ 保温又は保冷をする移動貯蔵タンクで、その表面を断熱材で被覆するものの取付けは、次

によること。 

（ア）断熱材が、前第３ タンクの構造１.⑴.①「タンクの材質及び板厚」に定める鋼板等で被

覆されている場合は、側面枠を直接当該被覆板に取り付けることができること。 

（イ）断熱材がア以外のもので被覆される場合にあっては、次のいずれかの方法によること。 

          ａ 移動貯蔵タンクの胴板に直接側面枠を取り付ける場合は、図８に示す方法によること。 

ｂ 移動貯蔵タンクの胴板に直接側面枠を取り付けない場合は、移動貯蔵タンクに前ウに

よる当て板を設け、当て板に次のＡに示す補強部材を溶接接合し、補強部材に溶接接合し

た次のＢに示す取付座に側面枠を溶接又は次のＣに示すボルトによりボルト締め接合す

ること。 

なお、取付座と側面枠を溶接接合する場合は、図９に示す方法により、ボルト締め接

合による場合は、図１０に示す方法により取り付けること。 

※H２は空車時におけるタンク本体の 

 重心の地盤面からの高さと同じ 
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図８ タンク胴板に直接取り付ける側面枠の方法 

 

図９ 被覆板の下部に補強部材を設け、側面枠と補強部材を溶接接合する場合の取付方法 

 

 図１０ 外板の下部に補強部材を設け、側面枠と補強部材をボルト締めにより接合する場合の取付方法 

1 箱形の側面枠の場合             2 枠形の側面枠の場合 

   

Ａ 補強部材 

補強部材の寸法及び板厚は、前②「側面枠の構造」イ.（ア）「形鋼による枠形の側面枠」の寸

法及び板厚によること。 

 Ｂ 取付座 

   取付座の材質及び板厚は、前②「側面枠の構造」ウ.（ア）によること。また、取付座の大きさ

は、図１１に示すように、補強部材の取付け部分から２０ｍｍ以上張り出すものとともに、取付

座と側面枠の取付けを前②「側面枠の構造」ウ.（イ）の当て板の取付方法に準じて行うものとす

ること。 
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図１１ 補強部材の取付座の大きさ 

 

Ｃ 締付けボルト 

  ａ 締付けボルトは、六角ボルト（ＪＩＳ Ｂ １１８０）のＭ１２以上のものを使用すること。 

  ｂ 締付けボルトの材質は、一般構造用圧延鋼材ＳＳ４００又はステンレス鋼材ＳＵＳ３０４と

すること。 

  ｃ 締付けボルトの本数は、次によること。 

  （ａ）箱形の側面枠の場合は、当該側面枠取付部１箇所につき、表４に定める移動貯蔵タンクの

容量の区分に応じた本数以上の本数とし、配列は配列の欄に示すように１のボルトに応力が

集中しない配列とすること。 

表４ 締付けボルトの数 

移動貯蔵タンクの最大容量 締付けボルト本数 締付けボルトの配列 

１０KL 以上 ７ 

 

５KL 以上１０KL 未満 ６ 

 

５KL 未満 ５ 

 

 

   （ｂ）枠型の側面枠の場合は、当該側面枠取付部１箇所につき５本以上とすること。この場合

の締付けボルトの配列は図１２に示すように１のボルトに応力が集中しない配列とするこ

と。 

図１２ １の締付けボルトに応力集中が発生しない締付け配列方法 

 

３ 防護枠の基準                              

  防護枠は、次に定めるところにより設けること。 

⑴ 移動タンク貯蔵所の防護枠の後部に、後方確認用のカメラを設置することは、認めて差し支

えないものとする。                （平成元年７月４日消防危第64号質疑） 

   なお、この場合、次の事項について確認すること。 
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① 政令第１５条第１項第１３号（電気設備）の規定に適合するものであること。  

② 防護枠の強度に影響を与えないものであること。 

 

⑵ その他、防護枠の運用指針については、以下のとおりとすること。 

（昭和48年３月12日付消防予第45号、改正：平成13年４月11日付消防危第51号） 

① 附属装置（マンホール（ふたを含む。）、注入口（ふたを含む。）、計量口（ふたを含む。）、

安全装置、底弁操作ハンドル、不燃性ガス封入用配管（弁、継手、計器等を含む。）、積おろ

し用配管（弁、接手、計器等を含む。）、可燃性蒸気回収設備（弁、緩衝継手、接手、配管等

を含む。）等タンク上部に設けられている装置をいう。）が、図１に示すように、タンク内に

５０㎜以上陥没しているものには、防護枠を設けないことができるものである。 

それ以外の移動貯蔵タンクに設ける令第１５条第１項第７号に定める防護枠は、②によること。 

図１ 防護枠を設けないことができる附属装置が陥没しているタンクの構造 

  

② 防護枠の構造 

    防護枠は、図２の１に示す形態の鋼板で四方を図３に示す通し板補強を行った底部の幅が１

２０㎜以上の山形としたもの（以下「四方山形」という。）とすること。ただし、移動貯蔵タ

ンクの移動方向に平行に設ける枠の長さが、移動貯蔵タンクの長さの２／３以上の長さとなる

ものにあっては、移動貯蔵タンクの移動方向に平行に設ける枠の部分を通し板補強を行った底

部の幅が１２０㎜以上の山形とすることができる。 

    なお、最大容量が２０KL 以下の移動貯蔵タンクは、前後部を図２の１から５に示す上部折り

曲げ形構造又はパイプ溶接構造と、最大容量が２０KL を超える移動貯蔵タンクは、図２の４又

は５に示す前部を上部の折り曲げ又はパイプを５０㎜以上とした上部折り曲げ形構造又はパイ

プ溶接構造とし、後部を前部の構造もしくは図２の２、３に示す構造としたもの（以下「二方

山形」という。）とすることができる。 

図２ 防護枠の構造 

 

1 四方山形のもの                 2 二方山形（山形部分１枚造り）のもの 
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3 二方山形（山形部分接ぎ合せ造り）のもの   4 二方山形（山形部分１枚造り）のもの 

 

 

5 二方山形（山形部分一接ぎ合せ造り）のもの 

 

図３ 防護枠の通し板補強構造 

 
③ 防護枠の高さ 

    防護枠の高さは、その頂部が附属装置より５０㎜以上の間隔を必要とするが、附属装置を防

熱又は防じんカバーで覆う移動貯蔵タンクにあっては、図４に示すように防熱又は防じんカバ

ーの厚さ（防熱又は防じんカバーの内側にグラスウール等の容易に変形する断熱材を張り付け

た構造のものである場合は、当該断熱材の厚さ（ｔｏ）を除く。）に５０㎜を加えた値以上と

すること。 

    この場合、防熱又は防じんカバーの頂部は、防護枠の頂部を超えないものとすること。 

図４ 防熱又は防じんカバーを設ける移動貯蔵タンクの防護枠 

１ 内側に断熱材が張り付けられていないもの  ２ 内側に断熱材が張り付けられているもの 
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３ 防熱又は防じんカバーの間に断熱材が張り付けられているもの 

      

④ 防護枠の材質及び板厚 

    防護枠の材質及び板厚については、厚さ２．３㎜以上の鋼板の基準材質をＳＰＨＣとし、こ

れと同等以上の機械的性質を有する材料（ＳＰＨＣ以外の金属板）で造る場合の厚さは、表１

に掲げる金属板にあっては、金属板の区分に応じた最小必要値以上、それ以外の金属板にあっ

ては、下記の計算式により算出された数値（小数点第２位以下の数値は切り上げる。）以上の

厚さで造るものとすること。 

    なお、ＳＰＨＣ及び表１に掲げるもの以外の材料を使用する場合には、引張強さ等を検査成

績証明書等により確認すること。 

    

   ｔ：使用する金属板の厚さ（㎜）  σ：使用する金属板の引張強さ（Ｎ／㎜２） 

表１ ＳＰＨＣ以外の金属板を用いる場合の板厚の最小必要値 

材 質 名 JIS 記号 
引張強さ 

(Ｎ／㎜２) 
計算値(㎜) 

板厚の必要 

最小値(㎜) 

冷間圧延鋼板 ＳＰＣＣ 270 2.30 2.3 

ステンレス鋼板 

ＳＵＳ304 
520 1.66 1.7 

ＳＵＳ316 

ＳＵＳ304Ｌ 
480 1.73 1.8 

ＳＵＳ316Ｌ 

アルミニウム合金板 

Ａ5052Ｐ－Ｈ34 235 2.47 2.5 

Ａ5083Ｐ－Ｈ32 315 2.13 2.2 

Ａ5083Ｐ－Ｏ 275 2.28 2.3 

Ａ6063Ｓ－Ｔ6 206 2.64 2.7 

アルミニウム板 Ａ1080Ｐ－Ｈ24 85 4.10 4.1 

 

⑤ 防護枠の取付方法 

   ア 防護枠は、マンホール等の附属装置が防護枠の内側になる位置に設けること。 

   イ 防護枠を押し出し成形以外の組立構造としたものの取付けは、溶接によるものとすること。

ただし、防護枠の通し板補強は、スポット溶接又は断続溶接によることができる。この場合

において、各溶接部間の間隔は２５０㎜以下とすること。 

   ウ 保温又は保冷を必要とする移動貯蔵タンクで、その表面を断熱材で被覆するものの防護枠

の取付けは、次によること。 

   （ア）断熱材が前第３「タンクの構造」１.⑴.①の「タンクの材質及び板厚」の鋼板等の金属

板で被覆されている場合は、防護枠を直接当該被覆板に取り付けることができること。 

   （イ）断熱材がア以外のもので被覆されている場合は、図５に示すように被覆板の下部に次の

（ウ）に示す補強部材を設け、これに防護枠を取り付けるか、または、図６に示すように、
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移動貯蔵タンクの胴板に直接防護枠を取り付けたうえで断熱材及び被覆板を取り付ける構

造とすること。 

      なお、断熱効果を良くするため防護枠に切り欠きを設ける等の溶接部を減少する場合の

溶接線の長さは、防護枠の１の面の長さの２／３以上とすること。 

図５ 被覆板の下部に補強部材を設ける防護枠の接合方法 

     1 被覆板の下部に補強部材を設ける防護枠で補強部材と溶接による接合 

 

2 被覆板の下部に補強部材を設ける防護枠で補強部材とボルトによる接合

 
図６ タンク胴板に直接取り付ける防護枠 

 

（ウ）補強部材は、垂直方向補強部材と円周方向補強部材又は長手方向補強部材により構成し、

次に掲げる形鋼で造ること。 

     ａ 補強部材は、一辺が２５㎜以上のＬ形鋼で造るとともに、材質及び板厚については、

ＳＳ４００で、かつ、３．０㎜以上とし、ＳＳ４００以外の金属材を用いて造る場合は、

下記の計算式により算出された数値（小数点第２位以下の数値は切り上げる。）以上の

厚さのものとすること。 
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補強部材の寸法及び板厚 

         

ＳＳ４００以外の金属材を用いる場合 

 

       ｔ０：使用する材料の板厚（㎜） σ：使用する材料の引張強さ（Ｎ／㎜２） 

     ｂ 垂直方向補強部材は、タンク長手方向に１ｍ以下の間隔で配置するとともに、当て板

を介してタンク胴板と接合すること。この場合に当て板と垂直方向補強部材は溶接接合

とし、当て板の大きさは図７に示すように垂直方向補強部材の取付位置から２０㎜以上

張り出すものとすること。 

図７ 補強部材用当て板の大きさ 

 

 

     ｃ 防護枠と補強部材との接合は、溶接又は次によりボルト締めにより行うこと。 

       なお、接合を溶接による場合は図５の１により、接合をボルト締めによる場合は図５

の２により接合すること。 

      Ａ 締付けボルトは、六角ボルト（ＪＩＳ Ｂ1180）のＭ８以上のものを使用すること。 

      Ｂ 締付けボルトの材質は、ＳＳ４００又はステンレス鋼材ＳＵＳ３０４とすること。 

      Ｃ 締付けボルトは、２５０㎜毎に１本以上の間隔で設けること。 
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第８ 底弁及び底弁の閉鎖装置（令１５－１－９～１０）                 

１ 底弁及び底弁の閉鎖装置                         

⑴ 底弁については、空気圧で作動する機器により開閉する構造として差し支えない。 

               （平成４年２月６日消防危第13号） 

 

⑵ 底弁は移動貯蔵タンクの下部の排出口に設ける底弁の構造は、手動閉鎖装置の閉鎖弁と一体

となっているものとすること。 

（昭和48年３月12日付消防予第45号、改正：平成13年４月11日付消防危第51号） 

底弁の構造例 
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 ⑶ 政令第１５条第１項第９号における「排出口の直径」については、下図のＡの部分の直径とす 

   る。                       （昭和 58 年 11 月７日付消防危第 104 号） 

底弁及び閉鎖装置構造図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

品番 名称 

① 本体 

② プラグ 

③ 弁板 

④ アーム 

⑤ 軸 

⑥ ねじりコイルばね 

⑦ Oリング 

⑧ カバー 

閉鎖装置 

（自動、手動兼用） 

Ａ 
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⑷ その他、底弁の閉鎖装置については以下のとおりとすること。 

（昭和48年３月12日付消防予第45号、改正：平成13年４月11日付消防危第51号） 

  ① 手動閉鎖装置の構造 

    規則第２４条の４に定める手動閉鎖装置のレバー（以下「緊急レバー」という。）を手前に

引くことにより、当該装置が作動するものであり、次によるものであること。 

   ア 規則第２４条の４第２号に定める長さ１５０㎜以上の緊急レバーとは、図１の１に示す緊

急レバーの作動点がレバーの握りから支点より離れた位置にある場合にあっては、レバーの

握りから支点までの間、図１の２に示す緊急レバーの作動点がレバーの握りから支点の間に

ある場合にあっては、緊急レバーの握りから作動点までの間が、１５０㎜以上であること。 

図１ 緊急レバーの構造 

1 握り部と作動点の間に支点がある場合のレバーの長さ 

 

   2 握り部と支点の間に作動点がある場合のレバーの長さ 

 

イ 緊急レバーの取付位置は、次に掲げる場所の操作しやすい箇所とすること。ただし、積載          

式移動タンク貯蔵所で移動貯蔵タンクを前後入れ替えて積載するものにあっては、いずれの

場合にも緊急レバーの取付位置が次に掲げる場所にあること。 

   （ア）配管の吐出口が図２の１に示すタンクの移動方向の右側、左側又は左右両側にある場合

にあっては、タンク後部の左側 

   （イ）配管の吐出口が図２の２に示すタンクの移動方向の右側、左側又は左右両側及び後部に

ある場合にあっては、タンク後部の左側及びタンク側面の左側 

   （ウ）配管の吐出口が図２の３に示すタンクの後部にのみある場合にあっては、タンク側面の 

左側 
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図２ 緊急レバー及び吐出口の位置 

№ 緊急レバーの位置 緊急レバー及び吐出口の位置略図 

１ タンク後部の左側 

 

２ 
タンク後部の左側及び 

タンク側面の左側 

 

３ タンク側面の左側 

 

 

② 自動閉鎖装置の構造 

   ア 自動閉鎖装置は、移動タンク貯蔵所又はその付近が火災となり、移動貯蔵タンクの下部が

火炎を受けた場合に、火炎の熱により、底弁が自動的に閉鎖するものであること。 

イ 自動閉鎖装置の熱を感知する部分（以下「熱感知部分」という。）は、緊急用のレバー又

は底弁操作レバーの付近に設け、かつ、火炎を遮断する等感知を阻害する構造としないよう

に設けること。 

ウ 熱感知部分は、易溶性金属その他火炎の熱により容易に溶融する材料を用いる場合は、当

該材料の融点が、１００℃以下のものであること。 

自動閉鎖装置の構造例 
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エ 自動閉鎖装置を設けないことができる底弁は、次のとおりであること。 

   （ア）直径が４０㎜以下の排出口に設ける底弁 

   （イ）引火点が７０℃以上の第四類の危険物の排出口に設ける底弁 

 

③ 緊急レバーの表示 

    令第１５条第１項第１０号に定める表示は、次により行うこと。 

   ア 表示事項 

     表示は、表示内容を「緊急レバー手前に引く」とし、周囲を枠書きした大きさ６３㎜×１

２５㎜以上とすること。また、文字及び枠書きは、反射塗料、合成樹脂製の反射シート等の

反射性を有する材料で表示すること。 

   イ 表示の方法 

     表示は、直接タンク架台面に行うか又は表示板若しくはシートに行うこと。 

   ウ 表示板又は表示シートの材質 

     表示板の材質は、金属又は合成樹脂とし、表示シートの材質は、合成樹脂とすること。 

   エ 表示の位置 

     表示の位置は、緊急レバーの直近の見やすい箇所とすること。 

   オ 表示板の取付方法 

     表示を表示板に行う場合は、溶接、リベット、ねじ等により表示板を堅固に取り付けるこ

と。 

        

緊急レバーの表示例 
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第９ 外部からの衝撃による底弁の損傷を防止するための措置（令１５-１-１１）      

１ 外部からの衝撃による底弁の損傷を防止するための措置           

⑴ 外部からの衝撃による底弁の損傷を防止するための措置の運用指針については、以下のとお

りとすること。 

（昭和48年３月12日付消防予第45号、改正：平成13年４月11日付消防危第51号） 

   外部からの衝撃による底弁の損傷を防止するための措置は、次の①、②又はこの組合せによる

ものであること。ただし、規則第２４条の５第３項の規定に基づき設置される積載式移動タンク

貯蔵所は、外部からの損傷を防止するための措置が講じられているものとみなすこと。 

   なお、吐出口付近の配管は、図１に示す１又は２のいずれかのように固定金具を用いてサブフ

レーム等に堅固に固定すること。 

図１ 吐出口付近の配管の固定方法 

 1 鋼帯による固定            2 Ｕボルトによる固定 

             

① 配管による方法 

     配管による場合は、底弁に直接衝撃が加わらないように、図２に示すように衝撃力を吸収

させるよう底弁と吐出口の間の配管の一部に直角の屈曲部を設けること。 

図２ 配管による底弁に直接衝撃が加わらない措置 

     

② 緩衝継手による方法 

     緩衝継手は、次の各項目に適合するもの又は同等以上の性能を有するものであること。 

    ア 緩衝継手による場合は、底弁に直接衝撃が加わらないように吐出口と底弁の間のすべて

の配管の途中に図３に示す 1 又は 2 のいずれかの緩衝用継手を設けること。 

図３ 緩衝用継手による底弁に直接衝撃が加わらない措置 

1 フレキシブルチューブによる方法      
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2 可撓結合金具による方法 

 
 

イ 緩衝用継手の材質は、フレキシブルチューブにあっては金属製で、可撓結合金具は配管

接合部をゴム等の可撓性に富む材質で密閉し、その周囲の金属製の覆い金具で造られ、か

つ、配管の円周方向又は軸方向の衝撃に対して効力を有するものであること。 

 

第１０ 配管の先端弁（令１５－１－１２）                          

１ 配管の先端弁                              

  移動貯蔵タンクの配管は、先端部に弁等を設けること。  （政令第１５条第１項第１２号） 

なお、移動貯蔵タンクの配管は、万一底弁から危険物が漏えいした場合、配管内に危険物が残

留した場合等においては、当該配管を通じて危険物が流出するおそれがあるので、その先端に弁

等を設けなければならないこととされている。 

 

第１１ 電気設備（令１５－１－１３）                            

１ 電気設備    

 ⑴ 移動貯蔵タンク及び付属装置の電気設備で、可燃性の蒸気が滞留するおそれのある場所に設

けるものは、可燃性の蒸気に引火しない構造とすること。（政令第１５条第１項第１３号）  

   「可燃性の蒸気に引火しない構造」とは、防爆性能を有する構造をいう。 

 （平成元年７月４日消防危第64号） 

⑵ その他、電気設備の運用指針については、以下のとおりとすること。 

 （昭和48年３月12日付消防予第45号、改正：平成13年４月11日付消防危第51号） 

① 可燃性蒸気が滞留するおそれのある場所 

    可燃性蒸気が滞留するおそれのある場所に設ける電気設備は、可燃性蒸気に引火しない構造

とすること。なお、可燃性蒸気が滞留するおそれのある場所とは、危険物を常温で貯蔵するも

のにあっては、引火点が４０℃未満のものを取り扱う移動貯蔵タンクのタンク室内、防護枠内、

給油設備を覆い等で遮蔽した場所（遮蔽された機械室内）等とすること。ただし、次に示すよ

うな通風が良い又は換気が十分行われている場所は、遮蔽された場所とみなさず、可燃性蒸気

が滞留するおそれのない場所として取り扱うものであること。 

ア 上方の覆いのみで周囲に遮蔽物のない場所 

イ 一方又は二方に遮蔽物があっても、他の方向が開放されていて十分な自然換気が行われ

る場所 
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ウ 強制的な換気装置が設置され十分な換気が行われる場所 

  ② 電気設備の選定 

ア 移動貯蔵タンクの防護枠内の電気設備 

（ア） 電気機器は、耐圧防爆構造、内圧防爆構造又は本質安全防爆構造とすること。 

（イ） 配線類は、必要とされる電気の容量を供給できる適切なサイズと強度を持ったもの

とすること。また、取付けに際しては、物理的な破損から保護する構造とし、キャブ

タイヤケーブル以外の配線は金属管又はフレキシブルチューブ等で保護すること。 

イ 遮蔽された機械室内 

（ア） モーター、スイッチ類等は安全増防爆構造以上の防爆構造機器とすること。ただし、

金属製保護箱の中に収納されているスイッチ、通電リールの電気装置は、この限りで

ない。 

（イ） 配線類は、前ア（イ）によること。 

（ウ） 照明機器は、防水型で破損し難い構造（防護カバー付き）又は安全増防爆構造相当

品とすること。 

（エ） 端子部は、金属製保護箱でカバーすること。 

⑶ 電気設備の防爆構造の種類及び表示等については、別記７［電気設備］の３及び４によるこ

と。 

 

２ 混油防止装置 

移動タンク貯蔵所における石油等の積込み、荷卸しの際に起きる混油事故を防止する混油を防

止するために、次の方法等により積込み検知器及び底弁開口検知器からなる混油防止装置につい

て認めても差し支えない。 

（昭和58年11月７日付消防危第109号、昭和59年９月４日付消防危第98号） 

 ⑴ 運行記録収集装置 

移動タンク貯蔵所の底弁ハンドル部に底弁開口検知器、アースプレート部に積込検知器、エ

ンジン部に走行距離検知器を取付け、各検知器の信号を車載コンピュータに入力することによ

り、底弁ハンドル操作時間、積込時間、走行時間及び距離を時系列に自動収集する装置 

⑵ 混油防止装置 

   油槽所において移動タンク貯蔵所に石油を積込む場合、アース処理を行うが、これを積込検

知器で検出し、そのとき底弁が開いておれば底弁開口検知器で検知し、警報を発し、積込時の

混油事故を防止する装置 

   また、移動タンク貯蔵所の各室積込油種は積込時、コンピュータに記憶されており、給油取

扱所等の地下タンクへ荷下しする場合、底弁を開くと底弁開口検知器で検出し、その部屋の油

種を音声出力し、作業者に音声で確認させ混油事故を防止する装置 

⑶ 安全装置 

   移動タンク貯蔵所に使用する検知器（底弁開口検知器、積込検知器）は、すべて本質安全防

爆構造 

 

３ ポンプ設備等 

⑴ 移動タンク貯蔵所に車の動力源を使用しない積載式エンジンをポンプの動力源とすること

については認められない。              （昭和51年10月23日消防危第71号） 

⑵ 被けん引車型式の移動タンク貯蔵所に、当該車両のエンジンを利用したポンプを設置するこ

とは認められない。 

  これは、セミトレーラーにタンクが固定された移動タンク貯蔵所の場合、けん引自動車とセ

ミトレーラーが交換的に結合されて使用されるものであるので、一体的な安全管理を行うこと

が困難であることによる。              （昭和57年４月28日消防危第54号） 

⑶ 被けん引車式移動タンク貯蔵所のトラクター側に、作動油タンク及び油圧ポンプを、トレー

ラー側にオイルモーター及び吐出用ポンプを積載し、エンジンミッションから動力伝動軸を介

してトラクター側の油圧ポンプを作動させ、この油圧によりトレーラー側のオイルモーターを
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介して吐出用ポンプを作動させる構造のものは認めることができる。 

  ただし、吐出用ポンプの使用は、政令第２７条第６項第４号ハの規定により、引火点が４０

度以上の危険物を貯蔵し、又は取り扱う場合に限られるものであること。 

（昭和58年11月29日消防危第124号） 

⑷ 積載式移動タンク貯蔵所の隔壁を設けた部分にモーター・ポンプを固定積載し、動力源を外

電(電力会社から配電されるもの)から受電して、ポンプを駆動させ、タンクヘ燃料を注入する

取扱いは、モーター及びポンプが、火災予防上安全な構造のものであり、かつ、適切に積載し、

固定されている場合は、認めてさしつかえない。ただし、取扱油種は、政令第２７条第６項第

４号ハの規定により、引火点が４０℃以上の危険物を貯蔵し、又は取り扱う場合に限り認めら

れるものである。                  （昭和53年４月22日消防危第62号） 

 

４ 冷却装置 

夏場の炎天下に長時間停車させなければならない事態が想定され、その際タンク室内の危険物

の温度が沸点以上になる恐れが考えられる等の理由で冷却装置専用のエンジンを備えた移動 

タンク貯蔵所は認められない。 

上記移動タンク貯蔵所については、次の措置によること。 

（昭和56年５月27日消防危第64号） 

⑴ 当該移動貯蔵タンクは、温度上昇に伴うタンク内圧の上昇に対して安全な圧力タンクとする

こと。 

⑵ 当該移動貯蔵タンクに保冷装置(タンクの回りに断熱材を着装することにより低温を保持す

る装置)を設けること。 

⑶ 当該移動貯蔵タンクに貯蔵する危険物の量は当該タンクの内容積の９０％以下の量とする

こと。 

 

第１２ 接地導線（令１５－１－１４）                            

１ 接地導線                                

 ⑴ 静電気による災害が発生するおそれのある液体の危険物とは、第４類の危険物のうち特殊引

火物、第１石油類及び第２石油類をいう。 

⑵ その他、接地導線の運用指針については、以下のとおりとすること。 

 （昭和48年３月12日付消防予第45号、改正：平成13年４月11日付消防危第51号） 

 

① 接地導線は、良導体の導線を用い、ビニール等の絶縁材料で被覆すること又はこれと同等

以上の導電性、絶縁性及び損傷に対する強度を有するものであること。 

② 接地電極等と緊結することができるクリップ等を取り付けたものであること。 

③ 接地導線は、導線に損傷を与えることのない巻取り装置等に収納すること。 

④ 接地抵抗値は、おおむね 1,000Ω以下とすること。 

 

接地導線の例 
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第１３ 注入ホース（令１５－１－１５）                          

１ 注入ホース  

 ⑴ 移動タンク貯蔵所の吐出口と給油ホースの結合金具として、ワンタッチ式カップリング使用

は認められる。 

（昭和55年４月11日消防危第53号、昭和56年４月２日消防危第42号） 

 ⑵ 第２７条第６項第４号イの取扱い基準により、小分けを目的とするホースリール付移動タン

ク貯蔵所（灯油専用）の給油ホースの長さに定めはないが、必要最小限度に留めること。 

また、吐出口は、ホースリール付ノズル以外に設けても良い。 

（昭和52年３月31日消防危第59号） 

⑶ バキュームにより吸排出する方式は、引火点７０℃以上の危険物に限り認められる。 

 （昭和52年３月31日消防危第59号） 

⑷ その他、注入ホースの運用指針については、以下のとおりとすること。 

  （昭和48年３月12日付消防予第45号、改正：平成13年４月11日付消防危第51号） 

① 材質構造等 

   ア 注入ホースの材質等は、次によること。 

（ア）材質は、取り扱う危険物によって侵されるおそれのないものであること。 

（イ）弾性に富んだものであること。 

（ウ）危険物の取扱い中の圧力等に十分耐える強度を有するものであること。 

（エ） 内径及び肉厚は、均整で亀裂、損傷等がないものであること。 

 

イ 結合金具は、次によること。 

（ア）結合金具は、危険物の取扱い中に危険物が漏れるおそれのない構造のものであること。 

（イ）結金金具の接合面に用いるパッキンは、取り扱う危険物によって侵されるおそれがなく、

かつ、接合による圧力等に十分耐える強度を有するものであること。 

   （ウ）結合金具（規則第４０条の５第１項に規定する注入ノズル（以下「注入ノズル」という。）

を除く。）は、次のａに示すねじ式結合金具、ｂに示す突合せ固定式結合金具又はこれと

同等以上の結合性を有するものであること。 

     ａ ねじ式結合金具を用いる場合にあっては、次によること。 

     （ａ）ねじは、その呼びが５０以下のものにあっては、JIS Ｂ0202「管用平行ねじ」、そ

の他のものにあっては JIS Ｂ0207「メートル細目ねじ」のうち、表１に掲げるものと

すること。 

表１ メートル細目ねじ（ＪＩＳ Ｂ ０２０７） 

ねじの呼び ピッチ 

め  ね  じ 

谷の径 有効径 内 径 

お  ね  じ 

外 径 有効径 谷の径 

64 3 64.000ｍｍ 62.051ｍｍ 60.752ｍｍ 

75 3 75.000 73.051 71.752 

90 3 90.000 88.051 86.752 

110 3 110.000 108.051 106.752 

115 3 115.000 113.051 1   11.752 

 (ｂ）継手部のねじ山数は、めねじ４山以上、おねじ６山以上とすること。 

 

     ｂ 突合せ固定式結合金具を用いる場合は、図１に示す 1 又は 2 のいずれかのように十分

に結合できる構造のものであること。 
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図１ 突合せ固定式結合金具の構造例 

 1                     2 

   

   ウ 注入ノズルは、危険物の取扱いに際し、手動開閉装置の作動が確実で、かつ、危険物が漏

れるおそれのない構造のものであるとともに、ノズルの先端に結合金具を有さないものにあ

っては、開放状態で固定する機能を有さないものであること。 

   エ 荷卸し時に静電気による災害のおそれのある液体の危険物（第１４「計量時の静電気によ

る災害を防止するための措置」１.⑵.①「静電気除去装置を設けなければならない液体の危

険物」参照）を取り扱う注入ホース両端の結合金具は、相互が導線等により電気的に接続さ

れているものであること。 

   オ 注入ホースの長さは、必要最小限のものとすること。 

   カ 注入ホースには、製造年月日及び製造業者名（いずれも略号による記載を含む。）が容易

に消えないように表示されているものであること。 

  ② 注入ホースの収納 

    移動タンク貯蔵所には、注入ホース収納設備（注入ホースを損傷することなく収納すること

ができるホースボックス、ホースリール等の設備をいう。以下同じ。）を設け、危険物の取扱

い中以外は、注入ホースを注入ホース収納設備に収納すること。 

    この場合において、注入ノズルを備えない注入ホースは、移動貯蔵タンクの配管から取り外

して収納すること。ただし、配管の先端部が次の機能を有する構造のものであるときは、注入

ホースを配管に接続した状態で収納することができる。 

   ア 引火点が４０℃未満の危険物を貯蔵し、又は取り扱う移動タンク貯蔵所に設けられるもの

で、配管及び注入ホース内の危険物を滞留することのないよう自然流下により排出すること

ができる図２に示す 1、2又は 3 のいずれかの構造 

   イ 引火点が４０℃以上の危険物を貯蔵し、又は取り扱う移動タンク貯蔵所に設けられるもの

で、前アのいずれかの構造のもの又は配管内の危険物を滞留することのないよう抜き取るこ

とができる図２に示す 4 又は 5 のいずれかの構造 

図２ 配管先端部の構造 

 1              2              3 

 



第９章 移動タンク貯蔵所 

9-38 

4                  5 

  

 

２ サイトグラスの基準  

  貯蔵する危険物の流れの確認及び目視検査を行うため、移動タンク貯蔵所の給油ホースの結合

金具等にサイトグラスを設けることについては、一定要件を満足するものは、認めて差し支えな

い。    

  サイトグラスの使用が認められている例として、次のようなものがある。 

例１ 図１のような構造を有する結合金具で、サイトグラスの仕様にあっては、呼径３９Ａ、

材質は強化ガラス（パイレックス）、耐圧試験圧力は２．４ＭＰａ、最高使用温度は３

００℃であるもの。            （昭和57年３月29日消防危第39号質疑） 

図１ 例１の結合金具の構造 

 

 

例２ 図２のような構造を有する結合金具で、サイトグラスの仕様にあっては、直径が２０

㎜、厚さ３㎜の円板状で、材質は硬質塩化ビニールであるもの。 

                        （昭和57年４月19日消防危第49号質疑） 

図２ 例２の結合金具の構造 
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第１４ 計量時の静電気による災害を防止するための措置（令１５－１－１６）       

１ 計量時の静電気による災害を防止するための措置              

 ⑴ 静電気による災害が発生するおそれのある液体の危険物とは、⑵①に掲げる危険物をいう。 

 ⑵ その他、計量時の静電気による災害を防止するための措置（以下「静電気除去装置」という。）

の運用指針については、以下のとおりとすること。 

（昭和48年３月12日付消防予第45号、改正：平成13年４月11日付消防危第51号） 

① 静電気除去装置を設けなければならない液体の危険物 

    令第１５条第１項第１６号に規定される静電気による災害が発生するおそれのある液体の危

険物は、次に掲げるものとする。 

特殊引火物、第１石油類、第２石油類 

② 構造 

   ア 計量棒をタンクに固定するもの（以下「固定計量棒」という。）にあっては、計量棒下部

がタンク底部に設ける受け金と接続するもの（図 例１参照）、又は導線、板バネ等の金属

によりタンク底部と接触できるもの（図 例２参照）であること。この場合において、導線、

板バネ等によるタンク底部との接触は、導線、板バネ等がタンク底部に触れていれば足り、

固定することを要さないものであること。ただし、不燃性ガスを封入するタンクで、不燃性

ガスを封入した状態で計量できるものにあっては、この限りでない。（図 例３参照） 

   イ 固定計量棒以外のものにあっては、次の各項目に適合するものであること。 

   （ア）計量棒は、金属製の外筒（以下「外筒」という。）で覆い、かつ、外筒下部の先端は、

前アの例によりタンク底部と接触できるものであること。（図 例４～８参照） 

   （イ）外筒は、内径１００㎜以下とし、かつ、計量棒が容易に出し入れすることができるもの

であること。 

（ウ）外筒には、移動貯蔵タンクに貯蔵する危険物の流入を容易にするための穴が開けられて

いること。 

 図 例１               例２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     例３ 
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     例４                例５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     例６                例７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     例８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１５ 標識及び表示板（令１５－１－１７）                      

１ 標識及び表示板                             

⑴ 危険物の類、品名及び最大数量を表示する設備は、その内容を鏡板に直接記入することも認

められる。                     （平成元年７月４日消防危第64号） 

  ⑵ その他、標識及び表示板の運用指針については、以下のとおりとすること。 

（昭和48年３月12日付消防予第45号、改正：平成13年４月11日付消防危第51号） 

  ① 標識 

    標識については、次によること。 
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   ア 標識の材質及び文字 

（ア）標識の材質は、金属又は合成樹脂とすること。 

（イ）文字は、反射塗料、合成樹脂製の反射シート等の反射性を有する材料で表示すること。 

（ウ）標識の文字の大きさは、標識の大きさに応じたものとすること。標識の文字の大きさ

の例は表１のとおり。 

 

表１ 標識の文字の大きさ 

標識の大きさ 文字の大きさ 

300ｍｍ平方 250ｍｍ平方以上 

350ｍｍ平方 275ｍｍ平方以上 

400ｍｍ平方 300ｍｍ平方以上 

 

 

イ 標識の取付位置 

     標識の取付位置は、原則として車両の前後の右側バンパとするが、被けん引車形式の移動

タンク貯蔵所で常にけん引車の前部に標識を取り付けるものにあっては、移動貯蔵タンクの

移動方向の前面の標識を省略することができる。ただし、バンパに取り付けることが困難な

ものにあっては、バンパ以外の見易い箇所に取り付けることができる。また、ボンネット等

に合成樹脂等でできたシートを貼付する場合は、次の要件を満足するものであること。 

（ア）取付場所は、視認性の確保できる場所とすること。 

（イ）シートは十分な接着性を有すること。 

（ウ）材質は、防水性、耐油性、耐候性に優れたもので造られていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 標識の取付方法 

     標識は、溶接、ねじ、リベット等で車両又はタンクに強固に取り付けること。 

② 危険物の類、品名及び最大数量の表示 

    危険物の類、品名及び最大数量の表示については、次によること。 

   ア 表示内容       

（ア）表示する事項のうち、品名のみでは当該物品が明らかでないもの（例えば、第１石油

類、第２石油類等）については、品名のほかに化学名又は通称物品名を表示すること。 
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（イ）表示する事項のうち、最大数量については、指定数量が容量で示されている品名のも

のにあっては「kl」で、重量で示されている品名のものにあっては「㎏」で表示するこ

と。 

（ウ）１の移動貯蔵タンクに２以上の種類の危険物を貯蔵（以下「混載」という。）するも

のにおける表示は、タンク室ごとの危険物の類、品名及び最大数量を掲げること。 

      

イ 表示の方法 

     表示は、直接タンクの鏡板に行うか又は表示板を設けて行うこと。 

   ウ 表示の位置 

（ア）表示の位置は、タンク後部の鏡板又は移動タンク貯蔵所後部の右下側とすること。た

だし、移動タンク貯蔵所の構造上、当該位置に表示することができないものにあっては、

後面の見やすい箇所に表示することができる。 

（イ）積載式移動タンク貯蔵所で移動貯蔵タンクを前後入れ替えて積載するものにあっては、

積載時に表示が前（ア）の位置となるよう、前後両面に設けること。 

 
エ 表示板の材質 

     表示板の材質は、金属又は合成樹脂とすること。 

   オ 表示板の取付方法 

     表示板は、前ウに定める位置に溶接、リベット、ねじ等により堅固に取り付けること。 

⑶ 車両後方の見やすい箇所に許可行政庁である「宜野湾市」と表示すること。（★） 
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第１６ 消火器（令２０-１-３、規則３５-２）                     

１ 消火器 

 移動タンク貯蔵所にあっては、自動車用消火器のうち、霧状の強化液を放射するもので充てん

量が８ℓ 以上のもの、二酸化炭素を放射するもので充てん量が３．２㎏以上のもの、ブロモクロ

ロジフルオロメタンを放射するもので充てん量が２ℓ 以上のもの、ブロモトリフルオロメタンを

放射するもので充てん量が２ℓ 以上のもの、ジブロモテトラフルオロエタンを放射するもので充

てん量が１ℓ 以上のもの又は消火粉末を放射するもので充てん量が３．５㎏以上のものを２個以

上、アルキルアルミニウム等を貯蔵し、又は取り扱う移動タンク貯蔵所にあっては、これらのほ

か、１５０ℓ 以上の乾燥砂及び６４０ℓ 以上の膨張ひる石又は膨張真珠岩を設けること。 

（規則第３５条第２号） 

 

⑴ 消火器の設置については、規則に定めるほか、以下のとおりとすること。（★） 

（昭和48年３月12日付消防予第45号、改正：平成13年４月11日付消防危第51号） 

① 消火器の取付位置 

    消火器の取付位置は車両の右側及び左側の地盤面上から、容易に取り出すことができる箇所

とすること。 

  ② 消火器の取付方法 

    消火器は、土泥、氷糖の付着により消火器の操作の支障とならないよう、木製、金属製又は

合成樹脂製の箱又は覆いに収納し、かつ、容易に取り出すことができるよう取付けること。 

③ 表示 

    消火器を収納する箱又は覆いには、「消火器」と表示すること。 

 ⑵ 第５類の危険物を移送する移動タンク貯蔵所に設ける消火設備の特例 

   第５類の危険物を移送する移動タンク貯蔵所において、霧状の強化液を放射する消火器（自動

車用、充てん量８リットル以上）を設置する場合、当該消火器の製造が１社１型式のみであり、

一定数以上の依頼があった場合のみ製造している現状に鑑み、霧状の強化液を放射する消火器の

充てん量の総量が法令上必要な８リットルの２本分である16リットル以上設けることにより、政

令第23条を適用して設置して差し支えない。   （第70回全国消防長会危険物委員会審議結果） 

 

第１７ 特殊な移動タンク貯蔵所に係る基準（通達）                   

１ 特殊な移動タンク貯蔵所に係る基準                    

 ⑴ 最大容量が２０㎘を超える移動タンク貯蔵所 

最大容量が２０㎘を超える移動タンク貯蔵所の基準は、政令第１５条第１項の規定の例に   

よるほか、次によること。              （昭和48年３月12日消防予第45号） 

① タンク本体の最後部は、車両の後部緩衝装置（バンパ）から300㎜以上離れていること。 

② タンク本体の最外側は、車両からはみ出していないこと。 

 

図  最大容量が２０㎘を超える移動タンク貯蔵所のタンクの位置 

 

⑵ ボトムローディング注入方式の設備を有する移動タンク貯蔵所 

  ボトムローディング注入方式の設備を有する移動タンク貯蔵所の基準は、政令第１５条第１

項の規定の例によるほか、次によること。  

その他、移動タンク貯蔵所への危険物注入設備の構造及びそれに伴う移動タンク貯蔵所の構

造については以下のとおりとすること。  

（昭和48年３月12日付消防予第45号、改正：平成13年４月11日付消防危第51号） 
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① タンク上部に可燃性蒸気回収装置（集合管に限る。）が設けられていること。 

② タンク内上部に一定量になった場合に一般取扱所へポンプ停止信号を発することので

きる液面センサー及び信号用接続装置を設けること。 

③ 配管を底弁毎に独立の配管とするとともに、配管に外部から直接衝撃を与えないように

保護枠を設けること。 

④ 配管は、タンクの水圧試験と同圧力で水圧試験を実施すること。 

 
 

 

なお、上記構造例については以下のとおり。 

（昭和54年１月30日付消防危第５号、昭和57年２月５日付消防危第15号） 

【例】 

① ボトムローディング方式による危険物積込み設備の構造 

ア 積込み設備(ボトムローディング方式)従来のトップローディング方式と異なり、移動タ

ンク貯蔵所の底部に配管を設け、それにより危険物を積込む設備であり、積込み用のロー

ディングアームは、図－１に示すようなものを使用。 

この他に用途に応じ中間のパイプの代わりにメタルで補強されたフレキシブルホースを

用いる場合は、フレキシブルホースの構造を昭和５６年３月９日付消防期第２０号「可撓

管継手の設置等に関する運用基準について」の別添「可撓管継手に関する技術上の指針」

に準じたものとする。 

ローディングアームの先端にはカプラーが取付けられており、タンクローリーの配管の

先端に設けられたアダプターに緊結した後、ローリーのタンク底弁を開いて危険物を積込

む。 

イ カプラーとアダプターの構造 

カプラー外筒の先端内側に図－２のように、カムが設けてあり、これがアダプター先端

のフランジの突起に噛み合せる。 

カプラーをアダプターに充分はめ込んだ後、カプラーのハンドルを廻すとカプラーとア

ダプターは上述のカムにより緊結され、カプラーの内筒の先端のシールがアダプターのフ

ランジ面に強く密着して完全にシールされた状態となり、積込み中油が外へ漏れるのを防

ぐとともに、カプラーのバルブハンドルを操作しない限り当該緊結部がはずれない。 

② 移動タンク貯蔵所の構造及び積込み設備について 

ボトムローディング方式に伴う移動タンク貯蔵所の構造は、基本的には昭和５４年１月３

０日付消防危第５号によるが、積込み時等の安全対策として次のように移動タンク貯蔵所及

び積込み設備に措置する。 

ア タンクの上部にベーパーリカバリー(蒸気回収)バルブを設け、更に集中配管方式のベー

パーリカバリー配管によりベーパーをまとめ、先端のアダプターに積込設備側のベーパー

リカバリー専用ホースを連結してベーパーを回収する構造とする。 

イ 過剰積込み防止のため、タンク内各槽の上部にレベルセンサーを設け、液面がある一定

値になった場合センサーが感知し油の流れを遮断する構造とする。 

ウ 移動貯蔵タンクのタンク底弁とアダプター間の配管部に発生する残油対策として払出配

管を独立配管として保護枠を設置する。 

これにより、配管部への直接的な衝撃を避け残油の漏洩を防ぐ。 

なお、配管部にも、タンク本体と同様の圧力検査を実施する。 
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エ 通常の定量出荷コントロールとは別個に独立した過剰積込防止機構を備え、万一タンク

室容量以上に積込みがなされようとした場合にこの積込みを自動的に遮断する。 

 

 

 ⑶ 胴板を延長した被けん引式移動タンク貯蔵所 

   ２０㎘を超えるタンクを有する被けん引車を造ろうとした場合に、道路運送車両法の保安   

基準による車軸重量の制限を満足するために被けん引車の重心を後部へ移す必要がある。  

   また、タンク本体の一部に集中荷重が加わらない構造とするために、タンク支脚又はタンク

の胴板の一部のみを延長するのではなく、タンク胴板を一体として延長するとともに、延長部

の強度を確保するため、延長部分に鏡板を取り付けた構造としている。 

   ただし、延長部分には、保護措置として次に掲げる設備が設けられていること。 

（平成７年１月12日消防危第３号） 

 

   なお、移動貯蔵タンクの後方に空間部分を設け、当該部分に上記の設備を設けた構造の被けん

引式の移動タンク貯蔵所の設置を認めても差し支えない。 

（平成18年９月19日消防危第191号） 

   
銅板を延長した移動タンク貯蔵所の例     タンクの後方に空間部分を設けた移動タンク貯蔵所の例 

 

 

 

 

 

 

  

⑷ バキューム方式の移動タンク貯蔵所 

バキューム方式［当該移動貯蔵タンクに危険物を積載する場合は、減圧装置（真空ポンプ）

により吸引し、圧送又は自然流下により危険物を取り出す方法］により吸排出を行ない、廃油

を回収し、油処理工場へ搬送する産業廃棄物処理車は、次により移動タンク貯蔵所として規制

すること。                     （昭和52年３月31日消防危第59号） 

① 積載する危険物は引火点70℃以上の危険物に限ること。 

② 許可申請書には、区分欄に「移動タンク貯蔵所（バキューム方式）」と記載し、危険場所

以外でも使用する旨を記載すること。 

  ③ 減圧装置の配管及び配管の継手は、金属製のものであること。ただし、緩衝用継手は耐圧、

耐油のゴム製及び排気筒の頂部（キャップ）は、合成樹脂製のものを用いることができる。 

① タンクの水圧試験における漏れ又は変形の確認等を行うための人の出入りさせること

を目的とした点検用出入口 

② タンク後部鏡板部分から危険物が漏えいした場合、空間部分内での可燃性蒸気の滞留

防止に有効な空間部分の上下に各１か所以上に設けられた通気口 

③ タンク後部鏡板を外部から目視できる点検口  

④ 空間部分に雨水の浸入等によって、水が滞留することを防止するための水抜口 
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  ④ 移動貯蔵タンクには、吸上自動閉鎖装置（廃油を当該貯蔵タンクに吸入し、一定量に達す

ると自動的に弁が閉鎖し、廃油がそれ以上タンクに流入しない構造のもの。）を設けるもの

とし、かつ、当該吸上自動閉鎖装置が作動した場合に、その旨を知らせる設備（音響、ラン

プの点滅等）を容易に覚知できる位置に設けること。 

  ⑤ 完成検査時には、減圧装置及び吸上自動装置の機能試験を行うこと。 

  ⑥ ホースの先端には、石等の固形物が混入しないように網等を設けること。 

 ⑸ タンク内にスチーム配管等を設ける移動タンク貯蔵所 

    （昭和52年３月15日消防危第37号） 

   タンク内にスチーム配管等を設ける移動タンク貯蔵所については、当該配管等について、政

令第９条第１項第２１号イの水圧試験の例により、水圧試験を行うこと。 

⑹ 液状の硫黄を輸送する移動タンク貯蔵所については、間仕切り板を設けない等の措置を行うこ

とができる。 

 （昭和43年４月10日付消防予第105号、昭和56年12月９日付消防危第168号） 

⑺ 固体危険物の移動タンク貯蔵所         （昭和44年５月16日付消防予第164号） 

   固体危険物（カーバイト）を移送するような開放式の移動タンク貯蔵所について、その構造

及び設備が次の各号に適合する場合は、政令第１５条第３号、第４号及び第６号から第９号ま

での規定について政令第２３条の規定を適用し、その設置を認めてさしつかえない。 

① 移動貯蔵タンクは、厚さ３．２ミリメートル以上の鋼板で作ること。 

② 移動貯蔵タンクは、貯蔵する危険物に雨水が浸入しない構造とすること。 

③ 移動貯蔵タンクには、移送中に発生するアセチレンガスの量を常時把握できるように手

動式又は自動式のガス検知設備を設置すること。 

④ 移動貯蔵タンクには、移送中に発生するアセチレンガスを窒素等の不燃性のガスの放射

により排除できる設備を設けること。 

⑤ 移動タンク貯蔵所には、移送中に発生するアセチレンガスを排除するに足る十分な量の

窒素を保有すること。 

 

⑻ 移動タンク貯蔵所のタンク後部鏡板にタンク内部清掃用のマンホールを設置することは認めら

れない。                    （昭和55年12月26日付消防危第155号質疑） 

⑼ 危険物を貯蔵できないタンク室を持つ移動貯蔵タンクは認められない。 

（昭和41年４月２日付消防危第42号質疑） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑽ 移動貯蔵タンク内において、間仕切りされた第２槽から同タンク内の第１槽下部を仕切って

第２槽導油槽を設けるような構造の２槽混載型積載式移動タンク貯蔵所の設置は認められな

い。                   （昭和58年12月20日付消防危第137号質疑） 
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第１８ 積載式移動タンク貯蔵所（令１５－２）                     

１ 積載式移動タンク貯蔵所の基準の特例                   

 ⑴ すべての積載式移動タンク貯蔵所の基準 

  ① 令第１５条第１項（積載式以外の移動タンク貯蔵所）を準用する事項及び安全装置、板厚の

算出方法等については、前第２から第１６（第１３「注入ホース」除く。）の「移動タンク貯

蔵所（令第１５条第１項）の位置、構造及び設備の技術上の基準に関する指針」の例によるこ

と。 

ア 積載式移動タンク貯蔵所については、政令第１５条第１項第１５号（注入ホース）の規

定は、適用しない。                   （規則第２４条の５第２項） 

イ 移動貯蔵タンクは、積替え時に移動貯蔵タンク荷重によって生ずる応力及び変形に対し

て安全なものであること。 

ウ 積載式移動タンク貯蔵所には、移動貯蔵タンク荷重の４倍のせん断荷重に耐えることが

できる緊締金具及びすみ金具を設けること。ただし、容量が６，０００Ｌ以下の移動貯蔵

タンクを積載する移動タンク貯蔵所にあっては、緊締金具及びすみ金具に代えて当該移動

貯蔵タンクを車両のシャーシフレームに緊結できる構造のＵボルトとすることができる。 

エ 積載式移動タンク貯蔵所に注入ホースを設ける場合には、政令第１５条第１項第１５号

に掲げる基準の例によること。 

オ 移動貯蔵タンクには、当該タンクの見やすい箇所に「消」の文字、積載式移動タンク貯

蔵所の許可に係る行政庁名及び設置の許可番号を表示すること。この場合において、表示

の大きさは縦０．１５ｍ以上、横０．４ｍ以上とするとともに、表示の色は、地を白色、

文字を黒色とすること。         （イ～オ規則第２４条の５第４項第１～４号） 

    

② その他、すべての積載式移動タンク貯蔵所の構造、設備は以下のとおりとすること。 

  （昭和48年３月12日付消防予第45号、改正：平成13年４月11日付消防危第51号） 

※ 国際海事機関が採択した危険物の運送に関する規程に定める基準に適合する移動貯蔵

タンクについては、イ「緊結装置」のうち、すみ金具に係る部分に限る。 

ア 積替え時の強度 

     積替え時に移動貯蔵タンク荷重によって生ずる応力及び変形に対して安全なものであるこ

との確認は、強度計算により行うこと。ただし、移動貯蔵タンク荷重の２倍以上の荷重によ

るつり上げ試験又は移動貯蔵タンク荷重の１．２５倍以上の荷重による底部持ち上げ試験に

よって変形又は損傷しないものであることが確認できる場合については、当該試験結果によ

ることができる。 

   イ 緊結装置 

     積載式移動タンク貯蔵所には、移動貯蔵タンク荷重の４倍のせん断荷重に耐えることがで

きる緊締金具及びすみ金具を設けることとされ、容量が６，０００ｌ以下の移動貯蔵タンク

を積載する移動タンク貯蔵所ではＵボルトでも差し支えないとされているが、これらの強度

の確認は、次の計算式により行うこと。ただし、ＪＩＳ規格に基づき造られた緊締金具及び

すみ金具で、移動貯蔵タンク荷重がＪＩＳにおける最大総重量を超えないものにあっては、

この限りでない。 

     ４Ｗ≦Ｐ×Ｓ 

     Ｗ：移動貯蔵タンク荷重 

     Ｗ＝９．８０６６５（Ｗ１＋Ｗ２×γ） 

     Ｗ１：移動貯蔵タンクの荷重  Ｗ２：タンク最大容量 γ：危険物の比重 

     Ｐ：緊結装置１個あたりの許容せん断荷重 

       
    ｆｓ：緊結金具の引張強さ（Ｎ／㎜２） Ｓ：緊結装置の断面積合計 

      Ｓ＝ｎＳ１ 

  ｎ：金具の数（Ｕボルトの場合は２ｎ） Ｓ１：金具の最小断面積（ｃｍ２、ボルトの場合は谷径） 
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図１ 計算による強度確認を行う必要のない緊締金具及びすみ金具 

 

   1 JIS Ｚ1617「国際大形コンテナ用つり上げ金具及び緊締金具」による緊締金具 

 

   2 JIS Ｚ1616「国際大形コンテナのすみ金具」によるすみ金具 

 
   3 JIS Ｚ1610「大形一般貨物コンテナ」による緊締金具 

 
ウ 表示 

   （ア）移動貯蔵タンクには、図２に示すように当該タンクの胴板又は鏡板の見やすい箇所に「消」

の文字、積載式移動タンク貯蔵所の許可に係る行政庁名（宜野湾市長は「宜野湾市」と表示）

する。］及び設置の許可番号（「宜消予指令」等は不要）を左横書きで表示すること。 

     なお、表示の地は白色とし、文字は黒色とすること。 

図２ 表示方法（許可が宜野湾市の場合の例） 

 

   （イ）移動貯蔵タンクを前後入れ替えて積載するもののうち当該タンクの鏡板に表示するもの

にあっては、前アの表示を前後両面に行うこと。 

⑵ 箱枠を有する積載式移動タンク貯蔵所の基準                  

  ① 箱枠を有する積載式移動タンク貯蔵所の構造及び設備は以下のとおりとすること。 

  （昭和48年３月12日付消防予第45号、改正：平成13年４月11日付消防危第51号） 

ア 附属装置と箱枠との間隔 

     附属装置は、箱枠の最外側との間に５０ｍｍ以上の間隔を保つこととされているが、すみ

金具付きの箱枠にあっては、すみ金具の最外側を箱枠の最外側とすること。 

なお、ここでいう附属装置とは、マンホール、注入口、安全装置、底弁等、それらが損傷

すると危険物の漏れが生じるおそれのある装置をいい、このおそれのない断熱部材、バルブ

等の収納箱等は含まれないものである。 

消 - 宜野湾市 ‐ 20254 
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   イ 箱枠の強度計算方法 

     規則第２４条の５第３項第２号に規定する箱枠の強度は、次の計算方法により確認するこ

と。 

     σｃ≦ｆｃ’  σｃ：設計圧縮応力度 

     σｃ＝Ｗ／Ａ   Ｗ：設計荷重 

     Ｗ＝２×Ｒ（移動貯蔵タンクの移動方向に平行のもの及び垂直のものの場合） 

     Ｗ＝Ｒ（移動貯蔵タンクの移動方向に直角のものの場合） 

     Ｒ：移動貯蔵タンク荷重（移動貯蔵タンク（箱枠、付属設備等を含む。）及び貯蔵危険物

の最大重量をいう。） 

     Ａ：箱枠に使用する鋼材の断面積（ＪＩＳ規定値） 

     ｆｃ’＝１．５ｆｃ 

     ｆｃ：長期許容圧縮応力度で、（社）日本建築学会発行の鋼構造設計規準（昭和 51 年４月

25 日第４版）によるものとする。なお、当該規準で用いる細長比λは、座屈長さｌｋ

の条件を、移動に対して「拘束」、回転に対して「両端拘束」とし、箱枠鋼材の使用

長さを材長ｌとして計算すること。 

ウ タンクの寸法 

積載式移動貯蔵タンクは、タンクの直径又は長径が１．８ｍ以下のものにあっては、５㎜

以上の鋼板又はこれと同等以上の機械的性質を有する材料で造ることとされているが、タン

クの直径又は長径とは、タンクの内径寸法をいうものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 箱枠を有する積載式移動タンク貯蔵所の枠付コンテナに設ける底弁の損傷防止措置 

    （昭和59年６月11日付消防危第56号） 

箱枠を有する積載式移動タンク貯蔵所の底弁として、次のような切り込み入り底弁を用

いること及びこの底弁を枠付タンクコンテナの箱状の枠の内部に納まるように設けるこ

とにより、危険物の規制に関する政令第１５条第１項第１１号に規定する「外部からの衝

撃による底弁の損傷を防止するための措置」として認めることは差し支えない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第９章 移動タンク貯蔵所 

9-50 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 国際海事機関が採択した危険物の運送に関する規程に定める基準に適合する移動貯蔵タ

ンクに係る積載式移動タンク貯蔵所の基準 

   第２０「国際輸送用移動タンク貯蔵所」を参照すること。 

 

３ 積載式移動タンク貯蔵所の許可等の取扱い 

積載式移動タンク貯蔵所の許可等の取扱いについては以下のとおりとすること。 

 （平成４年６月18日消防危第54号、改正平成７年３月14日消防危第23号） 

⑴ 積載式移動タンク貯蔵所に対する移動タンク貯蔵所としての許可件数は、当該車両の数と同

一であること。 

 （解説）車両１台にタンクコンテナ３基許可した場合は、許可件数は１となる。 

 

 

 

 

 

 

⑵ 積載式移動タンク貯蔵所の車両に同時に積載することができるタンクコンテナの数は、タン

クコンテナの容量の合計が30,000L以下となる数とするが、さらに設置者がその数以上の数の

タンクコンテナ（以下「交換タンクコンテナ」という。）を保有し、かつ、当該車両に交換タ

ンクコンテナを積載しようとする場合は、次により許可を受けるものとすること。 

① 当該積載式移動タンク貯蔵所が設置許可を受ける前にあっては、交換タンクコンテナを含

めて当該積載式移動タンク貯蔵所の設置許可を受けるものとする。 

② 設置許可を受けた後にあっては、交換タンクコンテナを保有しようとする際に、当該積載

式移動タンク貯蔵所の変更許可を受けるものとする。 

（解説）車両「甲」、タンクコンテナＡ１及びＡ２は一括して設置許可（①） 

設置許可後にタンクコンテナＡ３を保有する場合は変更許可（②） 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 前⑵の許可を受けた積載式移動タンク貯蔵所のタンクコンテナは、他の積載式移動タンク貯

蔵所のタンクコンテナと当該タンクコンテナとが緊結装置に同一性をもつものである場合に

は、既に許可を受けた当該他の積載式移動タンク貯蔵所の車両にも積載することができること。

この場合において、当該タンクコンテナは、当該他の積載式移動タンク貯蔵所の移動貯蔵タン

弁開にするには、図１の通りハンドルを時計方向に回転させると、④スピンドルを介

し、②クランクが回転し、③ロッドを介して、⑮弁体を押し上げ、弁開となる。 

図２は弁開の状態を示す。 

 弁開時の戻り防止機構（Ａ部）は、ロッドがスプリングにより、回転中心に対し左回

転させようとしているがストッパーがクランクに当り回転を妨げ弁開の状態を保って

いる。 



第９章 移動タンク貯蔵所 

9-51 

クとみなされるものであること。 

（解説）許可を受けた車両「甲」のタンクコンテナＡを、既に許可を受けた他の車両「乙」に

積載することができ、この場合のタンクコンテナＡは、車両「乙」の移動貯蔵タンクと

みなす。 

 

 

 

 

 

 

⑷ 積載式移動タンク貯蔵所において貯蔵する危険物の品名及び貯蔵最大数量がタンクコンテ

ナを積載するたびに異なることが予想される場合は、次による許可又は届出を必要とする。 

① 当該積載式移動タンク貯蔵所が設置許可を受ける前にあっては、貯蔵することが予想され

るすべての品名及び貯蔵最大数量について、当該積載式移動タンク貯蔵所において貯蔵する

危険物の品名及び貯蔵最大数量として設置許可を必要とする。 

② 設置許可を受けた後にあっては、貯蔵することが予想されるすべての品名及び貯蔵最大数

量について、法第11条の4に定める届出を必要とする 

⑸ 積載式移動タンク貯蔵所のタンクコンテナの車両、貨車又は船舶への荷積み又は荷下しに伴

う当該タンクコンテナの取扱いは、当該積載式移動タンク貯蔵所の危険物の貯蔵に伴う取扱い

と解されること。 

⑹ 積載式移動タンク貯蔵所の車両からタンクコンテナを荷下しした後において再びタンクコ

ンテナを積載するまでの間、当該車両を通常の貨物自動車としての用途に供する場合は、当該

積載式移動タンク貯蔵所について法第12条の6に定める用途廃止の届出を要することなく、当

該車両を貨物自動車の用途に供することができるものであること。 

（解説）タンクコンテナＡを車両から下ろし、貨物自動車として使用し、再び移動タンク貯蔵 

   所として使用する場合は、用途廃止の届出は要さない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑺ 積載式移動タンク貯蔵所のタンクコンテナを車両、貨車、船舶等を利用して輸送し、輸送先

で他の車両に積み替える場合に、輸送先の市町村において許可を受けた積載式移動タンク貯蔵

所がない場合は、当該タンクコンテナと他の車両とで１の積載式移動タンク貯蔵所として設置

許可を受けることができるものとし、完成検査については、タンクコンテナを車両に固定した

状態での外観検査により行うもので差し支えないものであること。この場合において、規則第

24条の5第4項第4号の表示について輸送先の許可に係る行政庁名及び設置の許可番号の表示は

不要とすること。 
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第１９ 給油タンク車及び給油ホース車（令１５－３）                  

１ 給油タンク車及び給油ホース車                         

  給油タンク車（レフューラー）とは、車両に専用タンク、ポンプ設備、フィルター及びホース

設備（ホースリール）等を有するものである。                 

なお、車両の専用タンクを有せず、かつ、航空機給油取扱所の給油配管の先端部に接続するホ

ース機器を備えた車両（以下「給油ホース車」又は「サービサー」という。）は、移動タンク貯

蔵所に該当せず、政令第１７条第３項に規定する航空機給油取扱所の設備として規則第２６条第

３項第６号により規制されている。  

                                           

２ 給油タンク車及び給油ホース車の基準の特例                  

⑴ 給油タンク車（レヒューラー）及び給油ホース車（サービサー）については、政令第１５条

第１項第１５号（注入ホース）の規定は、適用しない。 

（規則第２４条の６第２項、第２６条第３項第６号ハ） 

⑵ 給油タンク車及び給油ホース車には、エンジン排気筒の先端部に火炎の噴出を防止する装置

を設けること。    （規則第２４条の６第３項第１号、平成元年７月４日付消防危第64号） 

① 構造                                

    火炎噴出防止装置は、遠心式等給油タンク車の排気筒からの火炎及び火粉の噴出を有効に

防止できる構造であること。 

 

 

 

 

 

 

 

② 取付位置  

    火炎噴出防止装置は、エンジン排気筒中に設けることとし、消音装置を取り付けたものに

あっては、消音装置より下流側に取り付けられていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 取付上の注意  

ア 火炎噴出防止装置本体及び火炎噴出防止装置と排気筒の継目から排気の漏れがないこ

と。 

イ 火炎噴出防止装置は、確実に取り付けられており、車両の走行等による振動によって有

害な損傷を受けないものであること。 

   ただし、道路運送車両の保安基準の細目を定める告示の一部を改正する告示（平成１５

年国土交通省告示第１３１７号）による改正後の道路運送車両の保安基準の細目を定める

告示（平成１４年国土交通省告示第６１９号）第４１条に基づく排出ガス規制（以下「平

成１７年排出ガス規制」という。）に適合している場合には、これと同等以上の性能を有

するもの。 

なお、当該給油タンク車が当該規制に適合していることは、次の(ア)又は(イ)のいずれ

かにより確認する。  

(ア) 道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第６２条に基づく車検証、又は、東

京国際空港制限区域安全管理規程第４８条に基づく車検証に平成１７年排出ガス規制

の適合車である型式が示されている。 
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(イ) 平成１７年排出ガス規制に適合した排出ガス浄化装置を設置している旨の表示を

車両の見やすい位置に掲示している。     （平成19年３月29日消防危第68号） 

⑶ 給油タンク車及び給油ホース車には、給油ホース等が適正に格納されないと発進できない装

置（誤発進防止装置）を設けること。  

（規則第２４条の６第３項第２号、規則第２６条第３項第６号ロ、 

平成元年７月４日付消防危第64号） 

   誤発信防止装置は給油ホース等をその格納設備から引き出した状態で行われる航空機の給

油作業中に不用意に発信することにより起こるホース等の破損とそれに伴う危険物の流出等

を防止するために設けるものである。 

   ただし、給油取扱所ホースの先端部に手動開閉装置を備えた給油ノズル（開放状態で固定す

る装置を備えていないものに限る。）で給油を行うオーバーウイング給油式の給油タンク車に

は、誤発進防止装置を設けないことができる。    （平成元年12月21日付消防危第114号） 

   誤発進を有効に防止できる措置は以下の例による。 

  ① 給油ホース等格納状態検出方法 

    給油ホース等が適正に格納されていることを検出する方法は、次によること。 

   ア ホース巻き取り装置による方法 

     ホース巻き取り装置に給油ホースが一定量以上巻き取られていることを検出する方法

は、次の方法又はこれらと同等の機能を有する方法によること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

イ ノズル格納装置による方法 

     給油ノズルを格納固定する装置にノズルが格納されたことを検出する方法は、次の方法

又はこれらと同等の機能を有する方法によること。 
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ウ 給油設備の扉による方法 

     ホース引出し用扉の閉鎖を検出する方法は、次の方法又はこれらと同等の機能を有する

方法によること。また、ホース引出し用扉は、閉鎖してもホース巻取装置から外部へホー

ス等を引き出して給油作業ができる隙間を有する構造としないこと。 

     なお、ホース引出し用扉とは、給油設備のホース巻取装置直前の扉をいい、一般にホー

スを引出さない扉は含まない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 発進防止方法 

  「発進できない装置は、前①ア～ウによって検出した信号と組み合わせて、誤発進を防止

するための装置で、次のア又はイの車両の区分に応じたそれぞれの方法とすること。 

 ア 「給油作業中に走行用エンジンを使用する車両」にあっては、次の(ア)のいずれかの装

置で発進状態を検出し、(イ)の方法で走行用エンジンを停止させる方法、イ(ア)から(エ)

までの方法又はこれらと同等の機能による方法によること。 

 



第９章 移動タンク貯蔵所 

9-55 

  (ア) 検出装置 

ａ 走行用変速機の中立位置を検出し、変速レバーが中立位置以外の位置に入った場

合を「発進」状態とし、検出する装置 

ｂ 駐車ブレーキ又は駐車ブレーキレバーが緩んだ状態を「発進」状態とし、検出す

る装置 

ｃ 車輪の回転を一定時間検出した場合を「発進」状態とし、検出する装置 

ｄ アクセルペダルが踏まれた場合を「発進」状態とし、検出する装置 

ｅ クラッチペダルが踏まれた場合を「発進」状態とし、検出する装置 

ｆ ＰＴＯ切替レバーがＯＦＦの状態に入った場合を「発進」状態とし、検出する装

置（ＰＴＯ切替レバーがＯＦＦに入らないと発進できない車両の場合に限る。） 

    (イ) 停止させる方法 

      ａ 点火栓を使用するエンジンの場合は、点火用又は点火信号用電気回路を開くこと

による方法 

      ｂ 点火栓を使用しないエンジンの場合は、燃料又は吸入空気の供給を遮断するか又

はデコンプレッションレバーの操作による方法 

      ｃ 電動車の場合は、動力用又は動力制御用電気回路を開くことによる方法 

   イ 「給油作業中に走行用エンジンを使用しない車両」にあっては、前ア(イ)による走行用

エンジンを停止させる方法、次に掲げる方法又はこれらと同等の機能による方法によるこ

と。 

    (ア) エンジンの動力を伝えるクラッチを切る方法 

       クラッチブースターを作動させてクラッチを切り、エンジンの動力伝達を遮断する

方法 

    (イ) エンジンの回転数を増加することができない構造とする方法 

       アイドリング状態でアクセルペダルをロックし、エンジンの回転数を上げることが

できない方法 

    (ウ) 変速レバーを中立位置以外に入らないようにする方法 

       中立位置に変速レバーをロックして、エンジンの動力伝達を遮断する方法 

    (エ) 車輪等のブレーキをかける方法 

       給油ホース等が適正に格納されていない場合、車輪又は動力電動軸にブレーキをか

ける方法 

       ただし、この方法による場合は走行時には自動的に作用を解除する装置を設けるこ

とができる。 

  ③ 誤発進防止装置の解除方法 

    緊急退避のため、誤発進防止装置を一時的に解除する装置を設けることができる。 

    解除方法は次による。 

   ア 解除装置は、車両の運転席又は機械室で操作することができるものであること。 

   イ 解除時は、赤色灯が点灯するもの（点滅も可）又は運転席において明瞭に認識できる音

量の警報音を発するものであること。なお、警報音は、断続音とすることができる。 

   ウ 赤色灯は運転席から視認できる位置に設けること。 

⑷ 給油設備 

給油設備とは航空機に燃料を給油するための設備で、ポンプ、配管、ホース、弁、フィル

ター、流量計、圧力調整装置、機械室（外装）等をいい、燃料タンク及びリフター等は除く。 

なお、給油ホース車の給油設備には、次図に示すインテークホースも含むものであること。 
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給油タンク車及び給油ホース車の給油設備の構造については次に定めるものであること。 

① 配管は、金属製のものとし、かつ、最大常用圧力の１．５倍以上の圧力で１０分間水圧

試験を行ったとき漏えいその他の異常がないものであること。 

② 給油ホースの先端に設ける弁は、危険物の漏れを防止することができる構造とするこ

と。                 

③ 外装は、難燃性を有する材料で造ること。 

（規則第２４条の６第３項第３号イ～ハ、規則第２６条第３項第６号ハ） 

   なお、①の「水圧試験」を行う配管とは、給油時燃料を吐出する主配管でポンプ出口から下

流給油ホース接続口までの配管とする。ただし、給油ホース車（サービサー）は、インテーク

ホース接続口から下流給油ホース接続口を配管として取り扱うものとする。 

   また、配管構成の一部に使用するホースには、①の規定は適用しない。 

ア 配管の水圧試験の方法等については、次のとおりとする。 

   （ア）水圧試験の方法 

水圧試験は、配管に水、空気又は不活性ガスを使用し、所定の圧力を加え、漏れのな

いことを確認すること。 

なお、組立前の単体でも行うことができる。 

   （イ） 最大常用圧力 

リリーフ弁のあるものにあっては、規定値におけるリリーフ弁の吹き始め圧力を最大

常用圧力とし、リリーフ弁のないものにあっては、ポンプ吐出圧力を最大常用圧力とす

ること。                  （平成元年12月21日付消防危第114号） 

   （ウ）水圧試験結果の確認は、配管の製造会社において実施された次に示す試験結果書によ

ることができること。 

 

   イ 給油ホースの先端弁と結合金具については、②の他、次に定める構造とする。 

   （ア）材質 

      結合金具は、給油ノズルの給油口と接触する部分の材質を、真ちゅうその他摩擦等に

よって火花を発生し難い材料で造られていること。 

   （イ）構造等 

     ａ 使用時に危険物の漏れるおそれのない構造であること。 

     ｂ 給油中の圧力等に十分耐えうる強度を有すること。 

      ※ 給油ホース先端弁と航空機の燃料タンク給油口に緊結できる結合金具とを備え

た給油ノズルで、圧力給油を行うことができるものをアンダーウィングノズル（シ

ングルポイントノズル）という。 

        また、航空機の燃料タンク給油口にノズル先端を挿入して注入する給油ノズルで、

給油ホースの先端部に手動開閉装置を備えたものをオーバーウィングノズル（ピス

トルノズル）という。 
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   （ウ）外装 

      外装に用いる材料は、規則第２５条の２第４号に規定する難燃性を有するものである

こと。なお、外装とは、給油設備の覆いのことであり、外装に塗布する塗料、パッキン

類、外装に付随する補助部材及び標記の銘板等は含まれないものである。 

     ※ 「難燃性」とは、他の燃焼体の作用によって着火はするが、それ自体で燃焼を持続す

る力が弱く、加熱源を取り去ると燃焼が止まる物質をいう。したがって、全く燃えない

ということではなく、燃焼中の可燃性物質に近接していれば、難燃性の物質でも燃焼を

継続する。難燃合板、難燃繊維、難燃プラスック等がある。 

⑸  給油タンク車（給油ホース車は含まない。）の給油設備には、当該給油設備のポンプ機器を

停止する等により移動貯蔵タンクからの危険物の移送を緊急に止めることができる装置（緊急

移送停止装置）を設けること。            （規則第２４条の６第３項第４号） 

① 緊急移送停止方法 

 ア 車両のエンジンを停止させる方法による場合は、前⑶「誤発信防止装置」②発進防止方

法ア（イ）の方法によること。 

イ ポンプを停止させる方法による場合は、ポンプ駆動用クラッチを切るものであること。 

② 取付位置 

     緊急移送停止装置の停止用スイッチ又はレバー（ノブも含む。）の取付位置は、給油作

業時に操作しやすい箇所とすること。 

⑹ 給油タンク車及び給油ホース車の給油設備には、開放操作時のみ開放する自動閉鎖の開閉装

置を設けるとともに、給油ホースの先端部には航空機又は船舶の燃料タンク給油口に緊結でき

る結合金具（真ちゅうその他摩擦等によって火花を発し難い材料で造られたものに限る。）を

設けること。 

ただし、航空機の燃料タンクに直接給油するための給油設備の給油ホースの先端部に手動

開閉装置を備えた給油ノズル（手動開閉装置を開放状態で固定する装置を備えたものを除く。）

を設ける場合は、この限りでない。 

（規則第２４条の６第３項第５号、規則第２６条第３項第６号ハ） 

「開放操作時のみ開放する自動閉鎖の開閉装置」とは、給油取扱所作業員が操作をやめたと

きに自動的に給油取扱所を停止する装置（デッドマンコントロールシステム）である。また、

オーバーウィングノズルにより給油するものにあっては、手動開閉装置を開放した状態で固定

できない装置をいうものであること。 

① 機能 

 デッドマンコントロールシステムの機能は、次によること。 

ア デッドマンコントロールシステムは、給油作業員がコントロールバルブ等を操作して

いるときのみ給油されるものであり、操作中給油作業を監視できる構造とすること。 

イ デッドマンコントロールシステムによらず給油できる構造でないこと。ただし、手動

開閉装置を開放状態で固定できないオーバーウィングノズルとアンダーウィングノズル

を併用できる構造のものにあっては、オーバーウィングノズル使用時にデッドマンコント

ロールシステムを解除できる機能を有するものとすることができる。 

② 操作部の構造 

 流量操作弁の操作部は、容易に操作できる構造（空気式、電気式、油圧式等）であるこ

と。ただし、操作部は、操作ハンドル等を開放状態の位置で固定できる装置を備えたもので

あってはならない。 

⑺ 給油タンク車（給油ホース車は含まない。）の給油設備には、給油ホースの先端に蓄積され

る静電気を有効に除去する装置（静電気除去装置）を設けること。 

                         （規則第２４条の６第３項第６号） 

 静電気除去装置とは、給油ホースの先端に蓄積された静電気を導電性の機器又は導線等を用

いて除去するとともに、併せて導線等を用いて航空機と接続し、双方間の電位差をなくすため

に使用する装置をいう。 

① 給油タンク車等の静電気除去 

 ア 給油ノズルは、導電性のゴム層又は導線を埋め込んだ給油ホースと電気的に接続するこ

と。 

 イ 給油ノズルと給油ホース、給油ホースと給油設備は、それぞれ電気的に絶縁とならない
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構造であること。 

 
 

② 航空機との接続（ボンディング） 

 ア 給油タンク車と航空機との接続のため、先端にクリップ、プラグ等を取り付けた合成樹

脂等の絶縁材料で被覆した導線を設けること。 

 イ 導線は、損傷の与えることのない巻取装置等に収納されるものであること。 

⑻ 給油タンク車及び給油ホース車の給油ホースは、最大常用圧力の２倍以上の圧力で水圧試験

を行ったとき漏えいその他の異常がないものであること。 

（規則第２４条の６第３項第７号、規則第２６条第３項第６号ハ） 

⑼ 船舶の燃料タンクに直接給油するための給油設備の給油ホースは、著しい引張力が加わった

ときに当該給油タンク車（当該給油ホースを除く。）に著しい引張力を加えず、かつ、当該給

油ホース等の破断による危険物の漏れを防止する措置が講じられたものであること。 

                           （規則第２４条の６第３項８号） 

当該措置としては、２，０００Ｎ以下の力によって離脱する安全継手を設けること。 

   なお、安全継手を設ける場合は、結合金具付近に設ける等、有効に機能する位置に設けるこ

と。                  ［平成18年４月25日消防危第106号中第３⑴イ］ 

⑽ その他給油ホース車特有の構造については、次に定めるものであること。 

① 給油配管には、先端部に弁を設けること。 

② 給油配管は、第３章「製造所の位置、構造及び設備の基準」第２０「配管」の例によるも

のであること。 

③ 給油配管の先端部を地盤面下の箱に設ける場合には、当該箱は、適当な防水の措置を講ず

ること。               

④ 電気設備については、政令第１５条第１項第１３号に掲げる移動タンク貯蔵所の電気設備

の例（可燃性蒸気の滞留するおそれのある場所に設けるものは、可燃性の蒸気に引火しない

構造）によるものであること。     

⑤ ホース機器には航空機と電気的に接続（ボンディング）するための導線を設けるとともに、

給油ホースの先端に蓄積される静電気を有効に除去する装置を設けること。 

  なお、構造等については前⑺によること。 

                 （規則第２６条第３項第５号イ～ハ、第６号ニ～ホ） 

⑾ 船舶給油取扱所において用いることができる給油タンク車 

（平成18年４月25日消防危第106号） 

  船舶給油取扱所において、引火点が４０℃以上の第４類の危険物のみの給油に用いること

ができる給油タンク車は、航空機給油取扱所において用いることができる給油タンク車の基

準に加え、船舶が係留された状態で給油を行う取扱い形態を考慮し、次の基準が加えられて

いる。 

 ① 結合金具 

給油ホースは、その先端部に給油口と緊結できる結合金具が設けられていること。 

※ 規則第２４条の６第３項第５号に規定する給油設備と船舶の燃料タンクを結合する金

具はカムロック式に限らず、波による船舶の揺動に伴う危険物の漏えいの防止を図るこ

とができる結合金具であれば形式は問わない。（※平成18年９月19日付消防危第191号） 

② 引張力による給油ホースからの漏れ防止等の措置 

給油中に給油ホースに著しい引張力が作用したときに、給油タンク車が引っ張られるこ
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と及び給油ホース等の破断により危険物が漏れることを防止する措置を講ずること。 

この措置としては、給油ホースに著しい引張力が加わることにより離脱する安全継手を

設けること等が該当するが、当該安全継手を設ける場合には、当該措置が有効に機能する

位置（例えば結合金具の付近等）に設ける必要があること。  

③ 航空機給油取扱所において用いることができる給油タンク車との兼用 

給油タンク車が、船舶給油取扱所において用いることができる給油タンク車の基準及び航

空機給油取扱所において用いることができる給油タンク車の基準のいずれにも適合してい

る場合には、船舶給油取扱所及び航空機給油取扱所のいずれにおいても給油することができ

る給油タンク車として用いることができる。 

   ※ 航空機用給油タンク車を船舶用給油タンク車として使用する場合、航空機用給油タンク

車で必要とされる基準のほか、規則第２４条の６第３項第５号本文及び同項第８号に規定

する技術上の基準に適合する必要がある。 

また、船舶給油取扱所において船舶用給油タンク車を給油設備として使用するためには、

当該タンク車は、規則第２４条の６において船舶用給油タンク車が満たすべきとされてい

る技術上の基準をすべて満たしている必要がある。  

（※平成18年９月19日付消防危第191号） 
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第２０ 国際輸送用移動タンク貯蔵所（令１５－５）                   

１ 国際輸送用移動タンク貯蔵所の基準の特例 

  国際輸送用移動タンク貯蔵所に係る令第１５条第５項の規定による同条第１項、第２項及び第

４項に掲げる基準の特例は、次に定める規定を適用しない。     （規則第２４条の９の３） 

⑴ 危険物を貯蔵し、又は取り扱う車両（第２条第６号に規定する車両をいう。）に固定され

たタンク（以下「移動貯蔵タンク」という。）は、厚さ３．２㎜以上の鋼板又はこれと同等

以上の機械的性質を有する材料で気密に造るとともに、圧力タンクを除くタンクにあっては

７０キロパスカルの圧力で、圧力タンクにあっては最大常用圧力の１．５倍の圧力で、それ

ぞれ１０分間行う水圧試験において、漏れ、又は変形しないものであること。  

⑵ 移動貯蔵タンクは、容量を３万リットル以下とし、かつ、その内部に４千リットル以下ご

とに完全な間仕切を厚さ３．２㎜以上の鋼板又はこれと同等以上の機械的性質を有する材料

で設けること。  

⑶ 前号の間仕切により仕切られた部分には、それぞれマンホール及び総務省令で定める安全

装置を設けるとともに、総務省令で定めるところにより、厚さ１．６㎜以上の鋼板又はこれ

と同等以上の機械的性質を有する材料で造られた防波板を設けること。 

⑷ 移動貯蔵タンクのマンホール及び注入口のふたは、厚さ３．２㎜以上の鋼板又はこれと同

等以上の機械的性質を有する材料で造ること。  ［⑴～⑷政令第１５条第１項第２～５号］ 

⑸ マンホール、注入口、安全装置等（以下「附属装置」という。）がその上部に突出してい

る移動貯蔵タンクには、総務省令で定めるところにより、当該附属装置の損傷を防止するた

めの装置を設けること。  

⑹ 移動貯蔵タンクの外面には、さびどめのための塗装をすること。   

⑺ 移動貯蔵タンクの下部に排出口を設ける場合は、当該タンクの排出口に底弁を設けるとと

もに、非常の場合に直ちに当該底弁を閉鎖することができる手動閉鎖装置及び自動閉鎖装置

を設けること。ただし、引火点が７０度以上の第４類の危険物の移動貯蔵タンクの排出口又

は直径が４０㎜以下の排出口に設ける底弁には、自動閉鎖装置を設けないことができる。  

⑻ 前号の手動閉鎖装置には、総務省令で定めるところにより、レバーを設け、かつ、その直

近にその旨を表示すること。 

⑼ 底弁を設ける移動貯蔵タンクには、外部からの衝撃による底弁の損傷を防止するための措

置を講ずること。                    

⑽ 移動貯蔵タンクの配管は、先端部に弁等を設けること。 

⑾ 移動貯蔵タンク及び附属装置の電気設備で、可燃性の蒸気が滞留するおそれのある場所に

設けるものは、可燃性の蒸気に引火しない構造とすること。 

⑿ ガソリン、ベンゼンその他静電気による災害が発生するおそれのある液体の危険物の移動

貯蔵タンクには、接地導線を設けること。   ［⑸～⑿政令第１５条第１項第７～１４号］ 

⒀ 移動貯蔵タンクは、積替え時に移動貯蔵タンク荷重によって生ずる応力及び変形に対して

安全なものであること。              （規則第２４条の５第４項第１号） 

⒁ 積載式移動タンク貯蔵所には、移動貯蔵タンク荷重の４倍のせん断荷重に耐えることがで

きる緊締金具及びすみ金具を設けること。ただし、容量が６千リットル以下の移動貯蔵タン

クを積載する移動タンク貯蔵所にあっては、緊締金具及びすみ金具に代えて当該移動貯蔵タ

ンクを車両のシャーシフレームに緊結できる構造のＵボルトとすることができる。 

 ［⒀～⒁ 規則第２４条の５第４項第１～２号］ 

⒂ 移動貯蔵タンクには、当該タンクの見やすい箇所に「消」の文字、積載式移動タンク貯蔵

所の許可に係る行政庁名及び設置の許可番号を表示すること。この場合において、表示の大

きさは縦０．１５ｍ以上、横０．４ｍ以上とするとともに、表示の色は、地を白色、文字を

黒色とすること。                  （規則第２４条の５第４項第４号） 

⒃ アルキルアルミニウム等を貯蔵し、又は取り扱う移動タンク貯蔵所に係る令第１５条第４

項の規定による同条第１項及び第２項に掲げる基準を超える特例［第２４条の８第１号から

第６号（すみ金具に係る部分に限る。）まで、第７号及び第８号（外面の塗装及び文字の色

に係る部分に限る。）］ 

⒄ アセトアルデヒド等を貯蔵し、又は取り扱う移動タンク貯蔵所に係る令第１５条第４項の

規定による同条第１項及び第２項に掲げる基準を超える特例   （第２４条の９第１号） 

 



第９章 移動タンク貯蔵所 

9-61 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所の取扱いに関する運用基準 

⑴  上記運用については、平成１３年４月９日消防危第５０号「国際輸送用積載式移動タンク貯

蔵所の取扱いに関する指針について」によること。（資料編参照） 

⑵  国際海事機関（IMO）が採択した危険物の運送に関する規程（IMDGコード）に定める基準に適合

する移動タンク貯蔵所については、政令第15条第５項により基準特例が定められているが、この

場合、IMDGコードにおいてタンクの諸元毎に定められている適応する危険物に係る規定について

も適合する必要がある。  

なお、IMDGコードに規定されているタンクの諸元及びそれに適応する危険物については、船舶

による危険物の運送基準等を定める告示（昭和５４年９月２７日運輸省告示第５４９号）別表第

１の表並びに備考６⑷（ⅰ）（ⅱ）及び（ⅲ）の規定と同内容であるので参考とすること。（別

記１７［IMDGコードに規定されているタンクの諸元及び適応する危険物］参照） 

              (平成25年２月22日付消防危第25号質疑 問１) 

国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所の取扱いに関する指針について 

(平成13年４月９日消防危第50号消防庁危険物保安室長) 

１ 定義 

国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所とは、国際海事機関（IMO）が採択した危険物の運送に

関する規程（IMDGコード）に定める基準に適合している旨を示す表示板（IMO表示板）が貼付

されている移動貯蔵タンク（以下「タンクコンテナ」という。）を積載する移動タンク貯蔵所

をいう。 

２ 許可 

⑴ 許可の単位 

国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所に対する移動タンク貯蔵所としての許可件数は当

該国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所の車両の数と同一であること。 

⑵ 許可に係る手続 

設置者が、国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所の車両に同時に積載することができるタ

ンクコンテナの数以上の数のタンクコンテナ（以下「交換タンクコンテナ」という。）を

保有し、かつ、当該車両に交換タンクコンテナを積載しようとする場合の手続は次による

こと。 

ア 積載式移動タンク貯蔵所としての設置許可を受ける前 

(ア) 交換タンクコンテナを含めて当該国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所の設置許可

を要すること。なお、設置許可申請は、交換タンクコンテナが入港する前に受け付

けて差し支えないこと。 
 

 （解説）車両「甲」、タンクコンテナＡ１～Ａ３を一括して設置許可とする。 

 

 

 

 

 

 



第９章 移動タンク貯蔵所 

9-62 

(イ) 貯蔵する危険物の品名及び最大貯蔵数量が、タンクコンテナを積載するたびに異

なることが予想される場合は、貯蔵することが予想されるすべての品名及び貯蔵最

大数量を危険物の品名及び貯蔵最大数量として、設置許可を要すること。 

(ウ) 許可申請にあたって添付を要するタンクコンテナの構造及び設備に係る書類は当

該タンクコンテナの国際基準への適合性が既に確認されていることにかんがみタン

クコンテナに係る海上輸送に責任のある各国政府機関又はこれに代わる機関の許可

書等の写し等、必要最小限にとどめること。 
 

イ 積載式移動タンク貯蔵所としての設置許可を受けた後保有しようとする交換タクコン

テナが、IMDGコードに適合するものであり、かつ、車両及び交換タンクコンテナの緊結

装置に適合性がある場合は、交換タンクコンテナの追加を、軽微な変更工事として取り

扱って差し支えないこと。従って、変更許可及び完成検査は要しないものであること。 

 なお、交換タンクコンテナのIMDGコードヘの適合性、車両及び交換タンクコンテナの

緊結装置の適合性及び貯蔵する危険物を資料(注)の提出（郵送、ファックス等）により

確認すること。この場合、不明な点があれば、事業者等に確認すること。 

注：タンクコンテナに係る海上輸送に責任のある各国政府機関又はこれに代わる機関の

許可書の写し、車両及び交換タンクコンテナの緊結装置に係る規格（JIS、ISO等）

等が確認できる書類及び貯蔵する危険物を明示した書類をいう。 
 

（解説）許可を受けた車両「甲」、タンクコンテナＡ１～Ａ３の他に、Ａ４、Ａ５を 

   保有する場合は、Ａ４、Ａ５に係る資料提出による。 

 

 

 

 

３ 完成検査 

⑴ 完成検査に係る手続 

ア 手続の迅速化 

(ア) 完成検査申請は、タンクコンテナの入港前に、設置許可申請と同時に受け付けて差   

し支えないこと。また、完成検査の実施日はあらかじめ関係者と調整し、タンクコン   テ

ナが入港後速やかに行われるようにすること。 

    (イ) 完成検査済証の交付は「完成検査済証等の交付手続の迅速化について」（平成10

年５月20日付け消防危第54号消防庁危険物規制課長通知）を参考に、迅速に行うこと。 

⑵ 完成検査の方法 

ア 完成検査は、タンクコンテナを車両に積載した状態で行うこと。この場合、タンクコン

テナについては、ＩＭＯ表示板の確認及びタンクコンテナに漏れ、変形がなく健全な状態

であることの確認にとどめることができること。車両については、標識、掲示板、緊結装

置の確認を行うこと。 

イ 同時に複数の交換タンクコンテナに係る完成検査を行う場合は、緊結装置に同一性があ

る場合は、代表する一つのタンクコンテナを積載した状態で行って差し支えないこと。 

ウ タンクコンテナの輸入時に行う完成検査は、危険物を貯蔵した状態で行って差し支えな

いものであること。 

４ その他 

⑴ 移動タンク貯蔵所として許可を受けた国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所のタンクコン

テナは、その緊結装置が他の積載式移動タンク貯蔵所の車両の緊結装置に適合性を有する場

合には、当該車両にも積載することができること。この場合において、当該タンクコンテナ

は、当該他の積載式移動タンク貯蔵所の移動貯蔵タンクとみなされるものであること。 
  

（解説）許可を受けた車両「甲」のタンクコンテナＡを既に許可を受けた他の車両「乙」に 

   積載ができる。この場合、タンクコンテナＡは「乙」の移動貯蔵タンクとみなす。 
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⑵ 国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所のタンクコンテナには、危険物の規制に関する政令

(昭和34年政令第306号)第15条第1項第17号に定める危険物の類、品名及び最大数量を表示す

る設備及び危険物の規制に関する規則(昭和34年総理府令第55号)第24条の8第8号に定める

表示がタンクコンテナごとに必要であるが、当該設備又は表示は、当該タンクコンテナを積

載する国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所の車両に掲げることができること。 

⑶ 国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所のタンクコンテナの車両、貨車又は船舶への荷積み又

は荷卸しに伴う当該タンクコンテナの取扱いは、当該積載式移動タンク貯蔵所の危険物の貯

蔵に伴う取扱いと解されること。 

⑷ 国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所の車両からタンクコンテナを荷卸しした後において

再びタンクコンテナを積載するまでの間、当該車両を通常の貨物自動車としての用途に供す

る場合は、当該積載式移動タンク貯蔵所について消防法（昭和23年法律第186号以下「法」

という。）第12条の6に定める用途廃止の届出を要することなく、当該車両を貨物自動車の

用途に供することができるものであること。 
 

 （解説）タンクコンテナＡを車両から下ろし、再びタンクコンテナを積載するまでの間、貨 

    物自動車として使用する場合は、廃止届出は要さない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑸ 国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所のタンクコンテナを車両、貨物、船舶等を利用して輸

送し、輸送先で他の車両に積み替える場合に、輸送先の市町村において許可を受けた積載式

移動タンク貯蔵所がない場合は、当該タンクコンテナと他の車両とで一の国際輸送用積載式

移動タンク貯蔵所として設置許可を受けることができるものとし、完成検査については、タ

ンクコンテナを車両に固定した状態での外観検査により行うもので差し支えないものであ

ること。 
 

 （解説）輸送先の市町村において、設置許可を受けていない車両「乙」に積載する場合は、 

「乙」の設置許可申請が必要である。 

 

 

 

 

 

 

⑹ 積載式移動タンク貯蔵所としての許可を受けた後、国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所に

おいて貯蔵する危険物の品名及び最大貯蔵数量を変更しようとする場合は、法第11条の4に

定める届出を要すること。  
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⑶ IMDGコードに規定されているタンク移動貯蔵タンクのうち、規則別表第３の３（金属製の欄に

限る。）又は別表第３の４（金属製の欄に限る。）に掲げる基準に適合するものについては、規

則第43条第１項第２号の機械により荷役する構造を有する容器の基準も満たすことから、当該タ

ンクを移動貯蔵タンクではなく運搬容器とみなして運搬を行うことを認めてよい。 

なお、最大容積については、IMO表示板の交付に係る各国政府機関又はこれに代わる機関の許可

書等により確認できるものであること。また、ドライコンテナ等への危険物運搬容器の収納方法

については、IMO等がガイドライン「Guidelines for Packing of Cargo Transport Units(CTUs)」 

の中で別紙（通知参照）のとおり例示しているので、指導の参考とすること。 

（平成25年２月22日付消防危第25号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＣＯＵＮＴＲＹ　ＯＦ　ＭＡＮＵＦＡＣＴＵＲＥ ＪＡＰＡＮ
（製造国）

ＩＭＯ　ＴＡＮＫ　ＴＹＰＥ
（ＩＭＯタンクタイプ）

ＭＯＤＥＬ　ＮＯ．ＯＦ　ＣＯＵＴＡＩＮＥＲ
（登録番号）

ＡＰＰＲＯＶＡＬ　ＣＯＵＮＴＲＹ
（承認国、承認番号）

ＭＡＮＵＦＡＣＴＵＲＥＲ’Ｓ　ＮＡＭＥ ＣＯＭＰＡＮＹ　ＬＴＤ
（製造者の氏名又は名称）

ＭＡＮＵＦＡＣＴＵＲＥＲ’Ｓ　ＳＥＲＩＡＬ　ＮＵＭＢＥＲ
（製造番号）

ＹＥＡＲ　ＯＦ　ＭＡＮＵＦＡＣＴＵＲＥ
（製造年）

ＴＥＳＴ　ＰＲＥＳＳＵＲＥ ＫＧＦ／㎡
（試験圧力）

ＫＧＦ／㎡
（最大許容使用圧力）

ＷＡＴＥＲ　ＣＡＰＡＣＩＴＹ　ＡＴ　２０℃ ℓ
（水容量（２０℃））
ＭＡＸＩＭＵＭ　ＰＡＹＬＯＡＤ ＫＧＳ
ＴＡＲＥ　ＷＥＩＧＨＴ ＫＧＳ

ＭＡＸＩＭＵＭ　ＧＲＯＳＳ　ＭＡＳＳ ＫＧＳ
（最大総重量）

ＯＲＩＧＩＮＡＬ　ＨＹＤＲＡＵＬＩＣ　ＴＥＳＴ　ＤＡＴＡ
　　　ＡＮＤ　ＷＩＴＮＥＳＳ　ＩＤＥＮＴＩＦＩＣＡＴＩＯＮ
（水圧試験実施日及び立会者）

ＣＡＤＥ　ＴＯ　ＷＨＩＣＨ　ＴＡＮＫ　ＩＳ　ＤＥＳＩＧＮＥＤ
（タンク設計の準拠規則）

ＭＥＴＡＬＬＵＲＧＩＣ　ＤＥＳＩＧＮ　ＴＥＭＰＥＲＡＴＵＲＥ ℃
（使用金属の設計温度）
ＲＥＦＥＲＥＮＣＥ　ＴＥＮＰＥＲＡＴＵＲＥ ℃

ＭＡＸＩＭＡＭ　ＡＬＬＯＷＡＢＬＥ　ＷＡＲＫＩＮＧ ＫＧＦ／㎡
　　　　　　　　　ＰＲＥＳＳＵＲＥ　ＦＯＲ　ＣＯＩＬＳ
（コイル管の最大使用圧力）

ＴＡＮＫ　ＭＡＴＥＲＩＡＬ
（タンクの材質）

ＥＱＵＩＶＡＬＥＮＴ　ＭＩＮＩＭＵＭ　ＳＨＥＬＬ ｍｍ
　　　ＴＨＩＣＫＮＥＳＳ　ＩＮ　ＭＩＬＤ　ＳＴＥＥＬ
（相当する軟鋼の板厚） ｍｍ
ＣＯＲＲＯＳＩＯＮ　ＡＬＬＯＷＡＮＣＥ

ＬＩＮＩＮＧ　ＭＡＴＥＲＩＡＬ
（内張の材質）

ＣＡＰＡＣＩＴＹ　ＯＦ　ＥＡＣＨ　ＣＯＭＰＡＲＴＭＥＮＴ ℓ
（各区画室の容量）
ＮＵＭＢＥＲ　ＯＦ　ＣＯＭＰＡＲＴＭＥＮＴ

ＭＯＮＴＨ　ＹＥＡＲ　ＡＮＤ　ＴＥＳＴ　ＰＲＥＳＳＵＲＥ　ＯＦ
　　　ＭＯＳＴ　ＲＥＣＥＮＴ　ＰＥＲＩＯＤＩＣ　ＴＥＳＴ　ＡＮＤ
　　　ＳＴＡＭＰ　ＯＦ　ＥＸＰＥＲＴ　ＷＨＯ　ＣＡＲＲＩＥＤ　ＯＵＴ

※ （前回試験の年月、試験圧力及び実施者の捺印）

ＶＩＳＵＡＬ、、、、、
ＤＯＴ、、、、、
ＲＡＩＬ、、、、、
ＡＰＰＲＯＶＩＮＧ、、、、、
ＲＩＤ、、、、、
ＣＡＲＧＯＥＳ
ＯＷＮＥＲ、、、、、
ＯＷＮＥＲ、、、、、

IMO基準に基づく表示銘板の記載事項及び例示

※試験については、５年定期試験及び検査と、その間の中間検査（２．５年定期検査及び試験）を実施
　 しなければならない。（２．５年中間検査は、指定日の３ヶ月以内に受験することができる。）

ＭＡＸＩＭＵＭ　ＡＬＬＯＷＡＢＬＥ　ＷＯＲＫＩＮＧ　ＰＲＥＳＳＵＲＥ

ＪＡＰＡＮ　ＡＰＰＲＯＶＡＬ　ＮＯ．
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第２１ 移動タンク貯蔵所のその他の取扱い基準（通達）                          

１ 移動タンク貯蔵所による自動車等の燃料タンクへの直接給油 

移動タンク貯蔵所から引火点が４０℃以上の第４類の危険物を、注入ホースの先端部に手動開閉

装置を備えた注入ノズル（手動開閉装置を開放の状態で固定する装置を備えたものを除く。）により

自動車等の燃料タンクに直接危険物を給油する行為は、同一場所における給油量が指定数量未満の

場合は認められる。                           （平成２年 10 月 31 日消防危第 105 号） 

 

２ 移動タンク貯蔵所への使用者等の表示 

移動タンク貯蔵所は道路運送法第２条第６項の自動車に該当し、同法第９５条の規定に基づき当

該自動車（軽自動車たる自家用自動車等は除く。）の外側に、使用者の氏名、名称又は記号（以下「使

用者名等」という。）を見やすいように表示すること。 （平成 25 年 12 月 17 日消防危第 229 号） 

  なお、同法第９５条の対象となる移動タンク貯蔵所は、下表の太線枠内に示す自動車登録番号標

又は車両番号標（いずれも一般的にナンバープレートと言われるもの）が取り付けられたものであ

り、黄地に黒文字の車両番号標が取り付けられた移動タンク貯蔵所は、軽自動車たる自家用自動車

に該当するため、同法第９５条の対象とはならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の表示方法等は以下のとおりとする。 

⑴ 表示箇所は、両側面（荷台、キャビン等）が望ましいこと。 

⑵ ペンキ等により表示すること。 

⑶ 表示する文字の色、場所、大きさに注意を払い、見やすいように表示すること。 

⑷ 使用者の氏名、名称又は記号は、元売会社ではなく自動車の使用者のものとすること。 

 

３ 移動タンク貯蔵所から給油取扱所への単独荷下ろし 

移動タンク貯蔵所から給油取扱所へ危険物取扱者の立会いなしに移動タンク貯蔵所の乗務員が単

独で荷卸しを行う「単独荷卸し」に必要な安全対策設備等については、「給油取扱所等における単独

荷卸しに係る運用について」（平成１７年１０月２６日付消防危第２４５号、改正：平成３０年３月

３０日付消防危第４４号）によること。 
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４ 移送中の貯蔵及び取扱い 

  移動タンク貯蔵所による危険物の移送を行う場合においても、法第１０条第３項に規定する貯蔵 

及び取扱いの基準に適合すること。            （昭和 59 年３月１日消防危第 19 号） 

 

５ 容器に収容された危険物の移送 

  移動タンク貯蔵所に積載する危険物の成分調整用に、危険物容器の基準に適合した容器により 

車体に固定された専用ケースで運ぶことについては、微量（指定数量の 0.03 倍程度）であれば認め 

られる。                   （平成 14 年２月 26 日消防危第 29 号 質疑問３） 

 

６ エチルアルコールの希釈の取扱い（昭和 56 年７月３日消防危第 83 号） 

  例図１のように、移動タンク貯蔵所からエチルアルコールを地下貯蔵タンクに貯蔵したのち、ポ 

ンプ設備を使用して配管中で水を混合する場合は、ポンプ設備を一般取扱所として規制し、地下貯 

蔵タンクを政令第９条第 20 号に規定するタンクとして取り扱う。 

なお、エチルアルコールと軟水を配管内で混合したのちの最初の受け入れタンク（攪拌タン 

ク）は、危険物の規制に関する政令第９条第２０号のタンクに該当する。 

（例図１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  例図２のように、予め水を入れてあるタンクに移動タンク貯蔵所からエチルアルコールを注入 

して混合する場合、例図３のように、移動タンク貯蔵所及び水タンクから同時にポンプ設備を 

使用して配管中において混合する場合について、危険物の取扱い工程（混合・希釈）の一部に 

移動タンク貯蔵所が組み入れられ使用されることは、移動タンク貯蔵所の貯蔵に伴う取扱いと 

は解されないので、認められない。 

（例図２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（例図３） 

 

 

 

 

 


